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(57)【要約】
【課題】画像形成物質を除去する被記録材の耳折れに起
因して、画像除去手段において紙詰まりが発生すること
を防止することができる画像除去装置を提供する。
【解決手段】画像除去装置１００は、画像除去部２００
の搬送方向上流側に被記録材Ｐの耳折れの有無を検知す
る耳折れ検知センサ２１８を有し、耳折れが有ることが
検知された被記録材Ｐに対しては、画像除去部２００に
よる画像除去処理を行わないように、被記録材Ｐが画像
除去部２００を通らずに装置外に向かう第二搬送経路β
に搬送するように分岐爪６０７の姿勢を制御する制御部
２０１を有する。
【選択図】図１１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　画像形成物質からなる画像が表面に形成されたシート状の被記録材から画像形成物質を
除去する画像除去手段と、
被記録材を搬送し、該画像除去手段に供給する被記録材供給搬送手段と、
該画像除去手段を通過した被記録材を搬送し、装置外に排出する被記録材排出搬送手段と
を有し、
上記画像除去手段が、表面が被記録材の画像が形成された面と接触した状態で被記録材の
搬送方向に沿って表面移動し、被記録材の表面から画像形成物質を転写させて画像形成物
質を被記録材上から剥離させる剥離部材と、該剥離部材が被記録材と接触する位置で該剥
離部材に被記録材を重ね合わせて加圧する加圧部材と、上記剥離部材に重ね合わされた被
記録材を該剥離部材から分離する分離手段とを備える画像除去装置において、
上記画像除去手段に対して被記録材の搬送方向上流側に被記録材の耳折れの有無を検知す
る耳折れ検知手段を有し、
上記耳折れ検知手段によって耳折れが有ることが検知された被記録材に対しては、上記画
像除去手段による画像除去を行わないように制御する制御手段を有することを特徴とする
画像除去装置。
【請求項２】
　請求項１の画像除去装置において、
上記耳折れ検知手段に対して被記録材の搬送方向下流側、且つ、上記画像除去手段に対し
て被記録材の搬送方向上流側の位置に、上記耳折れ検知手段によって検知される位置を通
過後の被記録材の搬送経路を、被記録材が上記画像除去手段に向かう第一搬送経路と、被
記録材が上記画像除去手段を通らずに装置外に向かう第二搬送経路との何れかに切り替え
ることができる搬送経路切り替え手段を備え、
上記制御手段は、上記耳折れ検知手段によって耳折れがあることが検知された被記録材を
上記第二搬送経路に搬送するように上記搬送経路切り替え手段を制御することを特徴とす
る画像除去装置。
【請求項３】
　請求項１の画像除去装置において、
上記制御手段は、上記耳折れ検知手段によって耳折れがあることが検知された被記録材が
上記画像除去手段を通過するタイミングでは、上記剥離部材に被記録材を重ね合わせる加
圧を解除するように上記加圧部材を制御することを特徴とする画像除去装置。
【請求項４】
　請求項１、２または３の画像除去装置において、
上記分離手段は、上記剥離部材の表面における被記録材の搬送方向に対して略並列に配置
され、搬送する被記録材の幅方向の一部のみに当接する複数の分離部材からなるものであ
ることを特徴とする画像除去装置。
【請求項５】
　請求項４の画像除去装置において、
被記録材の幅方向の両端部近傍に、上記剥離部材との間に接着力を生じさせない非接着領
域が形成されるように上記剥離部材を設け、
上記分離部材が被記録材の上記非接着領域に当接するように配置されていることを特徴と
する画像除去装置。
【請求項６】
　請求項４または５の画像除去装置において、
被記録材が上記分離部材と当接する位置に対して被記録材の搬送方向下流側の位置に配置
され、被記録材の幅方向について上記分離部材が当接した領域以外の一部と当接する分離
補助部材を備えることを特徴とする画像除去装置。
【請求項７】
　請求項１、２、３、４、５または６の画像除去装置において、
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被記録材上の画像を形成する画像形成物質は熱可塑性画像形成物質であり、
上記画像除去手段は、被記録材上の画像形成物質が塑性を示す温度まで加熱する加熱手段
を備え、該加熱手段によって加熱された画像形成物質を被記録材上から上記剥離部材に転
写することによって被記録材上の画像形成物質を除去することを特徴とする画像除去装置
。
【請求項８】
　請求項７の画像除去装置において、
上記剥離部材は、上記加熱手段が画像形成物質を加熱する温度において軟化する熱可塑性
物層を有することを特徴とする画像除去装置。
【請求項９】
　請求項１、２、３、４、５、６、７または８の画像除去装置において、
上記被記録材供給搬送手段は、画像形成物質によって画像が形成されたシート状の被記録
材をセットする給紙容器と、該給紙容器にセットされた被記録材を上記画像除去手段に向
けて一枚毎に繰出した搬送する繰出し搬送部材とを備えることを特徴とする画像除去装置
。
【請求項１０】
　請求項１、２、３、４、５、６、７、８または９の画像除去装置において、
被記録材から上記剥離部材の表面上に転写された画像形成物質を該剥離部材の表面上から
除去する剥離部材クリーング部材を備えることを特徴とする画像除去装置。
【請求項１１】
　請求項１、２、３、４、５、６、７、８、９または１０の画像除去装置において、
上記剥離部材はローラ形状であることを特徴とする画像除去装置。
【請求項１２】
　請求項１、２、３、４、５、６、７、８、９、１０または１１の画像除去装置において
、
上記耳折れ検知手段は、検知領域における被記録材の有無を検知する複数の検知部材を備
え、
被記録材の搬送方向に対して直交する方向である被記録材の幅方向について、被記録材の
幅方向の中央部が通過する位置を検知領域とする中央検知部材と、被記録材の幅方向の端
部が通過する位置を検知領域とする端部検知部材との検知結果を比較し、中央検知部材で
は被記録材が有ることを検知したタイミングで端部検知部材が被記録材はないと検知した
ときに被記録材に耳折れが有ることを検知することを特徴とする画像除去装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、画像形成物質によって表面に画像が形成されたシート状の被記録材から画像
形成物質を除去する画像除去装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、電子写真方式やインクジェット方式などの画像形成装置によって表面に画像が形
成された記録紙などのシート状の被記録材の表面から、画像を形成する画像形成物質を除
去する画像除去装置が特許文献１などに提案されている。
　画像が形成された被記録材は、書類等として取り扱われた後に不要となると使用済みの
被記録材として廃棄処分されることが一般的である。このように、使用済みの被記録材を
廃棄処分することは、被記録材の材料となる資源の浪費に繋がる。このような使用済みの
被記録材から画像除去装置によって表面上の画像形成物質を除去することにより、被記録
材を画像形成装置などで再利用することが可能になり、被記録材の材料となる資源の消費
量の抑制を図ることができる。
【０００３】
【特許文献１】特開平７－３６３３０号公報
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【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、画像除去装置を用いて被記録材上の画像形成物質を除去する前の被記録
材としては、被記録材の角が折れる、いわゆる、耳折れが発生した状態となっている場合
がある。また、ユーザーが画像除去しようとする被記録材はユーザーが作成した書類等と
して取り扱われた後に不要となったものであるため、被記録材に耳折れが発生している可
能性が高い。そして、被記録材に耳折れが発生したままの状態であると、搬送不良以外の
不具合も生じる可能性が高まる。
　特許文献１に記載の画像除去装置は、表面移動しながら被記録材の画像が形成された画
像面と表面が接触して、画像面から画像形成物質を転写させて被記録材から画像形成物質
を剥離させる剥離部材と、熱源を備え、剥離部材に加圧接触する加圧ローラとを画像除去
手段としての画像除去部に備えたものである。この画像除去部では、加圧ローラと剥離部
材とが加圧接触するニップ部を被記録材が通過するときに、加圧ローラが備える熱源によ
って加熱された画像形成物質が軟化する。被記録材が加圧ローラと剥離部材との接触部で
加圧されることで、被記録材上の画像形成物質が剥離部材の表面に転写される。このとき
、被記録材は剥離部材の表面に接着した状態となり、剥離部材の表面移動にしたがって搬
送方向下流側に移動する。この搬送方向下流側には被記録材を剥離部材から分離させる分
離部材が配置されており、分離部材が被記録材の先端部に接触し、被記録材を剥離部材か
ら離れる方向に案内することにより、被記録材が剥離部材から剥離し、排出手段によって
排出される。
　このような画像除去装置において、耳折れが発生した被記録材がセットされ、画像除去
部に搬送された場合も耳折れのない被記録材と同様に、被記録材は剥離部材と接触し、加
圧ローラによって加圧されることによって、剥離部材と接着した状態となる。このとき、
分離部材が接触する被記録材の部分に耳折れが生じていると、被記録材が分離部材に接触
すべきタイミングで接触せず、適切な分離が行われないことがある。分離部材によって適
切な分離が行われないと、剥離部材に接着したまま搬送されて紙詰まりとなったり、搬送
と分離のタイミングがずれることで分離部材の近傍で紙詰まりとなったり、画像除去部で
の紙詰まりとなることがある。そして、画像除去部で紙詰まりが発生すると、被記録材の
破損、剥離部材や分離部材などの画像除去部を構成するの部材の破損の原因となる。
【０００５】
　本発明は以上の問題点に鑑みなされたものであり、その目的は、画像形成物質を除去す
る被記録材の耳折れに起因して、画像除去手段において紙詰まりが発生することを防止す
ることができる画像除去装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成するために、請求項１の発明は、画像形成物質からなる画像が表面に形
成されたシート状の被記録材から画像形成物質を除去する画像除去手段と、被記録材を搬
送し、該画像除去手段に供給する被記録材供給搬送手段と、該画像除去手段を通過した被
記録材を搬送し、装置外に排出する被記録材排出搬送手段とを有し、上記画像除去手段が
、表面が被記録材の画像が形成された面と接触した状態で被記録材の搬送方向に沿って表
面移動し、被記録材の表面から画像形成物質を転写させて画像形成物質を被記録材上から
剥離させる剥離部材と、該剥離部材が被記録材と接触する位置で該剥離部材に被記録材を
重ね合わせて加圧する加圧部材と、上記剥離部材に重ね合わされた被記録材を該剥離部材
から分離する分離手段とを備える画像除去装置において、上記画像除去手段に対して被記
録材の搬送方向上流側に被記録材の耳折れの有無を検知する耳折れ検知手段を有し、上記
耳折れ検知手段によって耳折れが有ることが検知された被記録材に対しては、上記画像除
去手段による画像除去を行わないように制御する制御手段を有することを特徴とするもの
である。
　また、請求項２の発明は、請求項１の画像除去装置において、上記耳折れ検知手段に対
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して被記録材の搬送方向下流側、且つ、上記画像除去手段に対して被記録材の搬送方向上
流側の位置に、上記耳折れ検知手段によって検知される位置を通過後の被記録材の搬送経
路を、被記録材が上記画像除去手段に向かう第一搬送経路と、被記録材が上記画像除去手
段を通らずに装置外に向かう第二搬送経路との何れかに切り替えることができる搬送経路
切り替え手段を備え、上記制御手段は、上記耳折れ検知手段によって耳折れがあることが
検知された被記録材を上記第二搬送経路に搬送するように上記搬送経路切り替え手段を制
御することを特徴とするものである。
　また、請求項３の発明は、請求項１の画像除去装置において、上記制御手段は、上記耳
折れ検知手段によって耳折れがあることが検知された被記録材が上記画像除去手段を通過
するタイミングでは、上記剥離部材に被記録材を重ね合わせる加圧を解除するように上記
加圧部材を制御することを特徴とするものである。
　また、請求項４の発明は、請求項１、２または３の画像除去装置において、上記分離手
段は、上記剥離部材の表面における被記録材の搬送方向に対して略並列に配置され、搬送
する被記録材の幅方向の一部のみに当接する複数の分離部材からなるものであることを特
徴とするものである。
　また、請求項５の発明は、請求項４の画像除去装置において、被記録材の幅方向の両端
部近傍に、上記剥離部材との間に接着力を生じさせない非接着領域が形成されるように上
記剥離部材を設け、上記分離部材が被記録材の上記非接着領域に当接するように配置され
ていることを特徴とするものである。
　また、請求項６の発明は、請求項４または５の画像除去装置において、被記録材が上記
分離部材と当接する位置に対して被記録材の搬送方向下流側の位置に配置され、被記録材
の幅方向について上記分離部材が当接した領域以外の一部と当接する分離補助部材を備え
ることを特徴とするものである。
　また、請求項７の発明は、請求項１、２、３、４、５または６の画像除去装置において
、被記録材上の画像を形成する画像形成物質は熱可塑性画像形成物質であり、上記画像除
去手段は、被記録材上の画像形成物質が塑性を示す温度まで加熱する加熱手段を備え、該
加熱手段によって加熱された画像形成物質を被記録材上から上記剥離部材に転写すること
によって被記録材上の画像形成物質を除去することを特徴とするものである。
　また、請求項８の発明は、請求項７の画像除去装置において、上記剥離部材は、上記加
熱手段が画像形成物質を加熱する温度において軟化する熱可塑性物層を有することを特徴
とするものである。
　また、請求項９の発明は、請求項１、２、３、４、５、６、７または８の画像除去装置
において、上記被記録材供給搬送手段は、画像形成物質によって画像が形成されたシート
状の被記録材をセットする給紙容器と、該給紙容器にセットされた被記録材を上記画像除
去手段に向けて一枚毎に繰出した搬送する繰出し搬送部材とを備えることを特徴とするも
のである。
　また、請求項１０の発明は、請求項１、２、３、４、５、６、７、８または９の画像除
去装置において、被記録材から上記剥離部材の表面上に転写された画像形成物質を該剥離
部材の表面上から除去する剥離部材クリーング部材を備えることを特徴とするものである
。
　また、請求項１１の発明は、請求項１、２、３、４、５、６、７、８、９または１０の
画像除去装置において、上記剥離部材はローラ形状であることを特徴とするものである。
　また、請求項１２の発明は、請求項１、２、３、４、５、６、７、８、９、１０または
１１の画像除去装置において、上記耳折れ検知手段は、検知領域における被記録材の有無
を検知する複数の検知部材を備え、被記録材の搬送方向に対して直交する方向である被記
録材の幅方向について、被記録材の幅方向の中央部が通過する位置を検知領域とする中央
検知部材と、被記録材の幅方向の端部が通過する位置を検知領域とする端部検知部材との
検知結果を比較し、中央検知部材では被記録材が有ることを検知したタイミングで端部検
知部材が被記録材はないと検知したときに被記録材に耳折れが有ることを検知することを
特徴とするものである。
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【０００７】
　上記請求項１乃至１２の画像除去装置においては、耳折れ検知手段によって耳折れが有
ることが検知された被記録材に対しては、画像除去手段による画像除去を行わないように
制御するため、剥離部材に被記録材を重ね合わせることがなく、耳折れが生じた被記録材
が剥離部材に接着した状態とならない。
【発明の効果】
【０００８】
　上記請求項１乃至１２の発明によれば、耳折れが生じた被記録材が剥離部材に接着した
状態とならないため、耳折れに起因する分離不良が生じることがなく、画像除去手段にお
いて紙詰まりが発生することを防止できるという優れた効果がある。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　以下、本発明の実施の形態を図面に基づいて説明する。
　図１は、本発明を適用可能な画像除去装置１００の概略構成図である。
なお，図中に示した例は本発明を適用した画像除去装置の一実施例であって、画像除去手
段、被記録材供給搬送手段、被記録材排出搬送手段、耳折れ検知手段の各々の構成につい
ても一例を示したものであり、本発明を適用可能な画像除去装置はこの図に示した構成に
限るものではない。
　画像除去装置１００は、画像を除去しようとしている被記録材Ｐを収納する給紙容器で
ある給紙トレイ２０２と、被記録材Ｐから画像形成物質を除去する画像除去手段である画
像除去部２００とを有する。また、給紙トレイ２０２から画像除去部２００に被記録材Ｐ
を搬送する被記録材供給搬送手段として、少なくとも、画像除去部２００へ向けて被記録
材Ｐを一枚毎に送り出す給紙コロ２０３、被記録材Ｐを画像除去部２００に案内するため
に供給搬送ガイド２０４、及び、被記録材Ｐを画像除去部２００に向けて搬送する供給搬
送ローラ対２０５を備える。
【００１０】
　画像除去部２００は、内部に加熱源としてハロゲンランプ２０６を備え、ステンレス、
アルミニウム、鉄などの芯金からなる加熱ローラ２０７と、被記録材Ｐ上の画像を転写す
るための剥離部材２０９とを有する。剥離部材２０９はローラ形状であり、熱可塑性物層
２０８を備える。また、画像除去部２００は、搬送された被記録材Ｐを剥離部材２０９と
加熱ローラ２０７との間で加熱状態で加圧するために、加熱ローラ２０７を剥離部材２０
９に対して加圧する加圧手段としての不図示の加圧機構を備える。また、剥離部材２０９
または加熱ローラ２０７の少なくとも一方を回転駆動させる不図示の駆動源を備える。さ
らに、画像除去部２００は、剥離部材２０９から被記録材Ｐを分離するための分離部材２
１０、被記録材Ｐから転写された画像形成物質を剥離部材２０９から除去するためのクリ
ーニングブレード２１１、及び、剥離部材２０９から除去されたトナーＴを収納する排ト
ナー容器２１３を備える。
【００１１】
　また、画像除去装置１００は、画像除去部２００を通過した被記録材Ｐを装置害に排出
する被記録材排出手段として、被記録材Ｐを装置外に向けて案内するための排出搬送ガイ
ド２１６と、被記録材Ｐを装置外に向けて搬送する排出搬送ローラ対２１７ａと、排紙ロ
ーラ対２１７ｂとを備える。さらに、画像除去装置１００は、画像除去部２００を通過し
、被記録材排出手段によって装置外に排出された被記録材Ｐを収納するための排紙容器と
しての排紙トレイ２１５を備える。
【００１２】
　また、画像除去装置１００は、給紙コロ２０３によって搬送された被記録材Ｐの、少な
くとも先端（被記録材Ｐの搬送方向下流側端部）に耳折れが生じているか否かを検知する
ための耳折れ検知手段としての耳折れ検知センサ２１８を有する。さらに、画像除去装置
１００は、耳折れ検知センサ２１８によって「耳折れ無し」と検知された被記録材Ｐにつ
いては、画像除去部２００での画像除去処理を行い、「耳折れ有り」と検知された被記録
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材Ｐについては、画像除去部２００での画像除去処理を行うことなく装置外に排出するよ
うに各部材を制御する制御部２０１を備えている。
【００１３】
　図２は、図１で示した画像除去装置１００での画像除去動作を説明する模式図である。
　図２（ａ）は、画像形成が成された後の被記録材Ｐ上に、熱可塑性のトナーＴが定着し
ている状態を模式的に示した図である。図２（ａ）には、被記録材Ｐを模式的に平面とし
て表しているが、微視的に観察すると、表面には最大１０～２０［μｍ］の凹部がランダ
ムに存在する。
　また、本実施形態に用いられる被記録材Ｐとしては、被記録材Ｐ表面近傍に撥トナー剤
を付与して、被記録材ＰとトナーＴとの接着力を低下した被記録材Ｐを用いることが好ま
しい。一方、図２（ａ）には、熱可塑性のトナーＴを模式的に高さが一定のような図を示
しているが、実際に画像の部分を微視的に観察すると，最大２０～３０［μｍ］の高さと
なって形成されていることが観察できる。
【００１４】
　図２（ｂ）～（ｄ）は、図２（ａ）に示した被記録材Ｐが、画像除去部２００に搬送さ
れたときから，画像除去処理を施された後、被記録材排出搬送手段によって機外に排出さ
れるときまでを模式的に示した図である。
　図２（ｂ）は、画像形成後の被記録材Ｐが、供給搬送ローラ対２０５により搬送され、
画像除去部２００に挿入される前の図を示す模式図である。本実施形態の画像除去装置１
００では、画像除去部２００に設けられた剥離部材２０９が供給搬送ガイド２０４から見
て下方に配置されている。このため、画像除去部２００において、被記録材ＰのトナーＴ
が定着している側の画像面と、剥離部材２０９の表面とが接するように、図２（ｂ）に示
すように、画像面を下面にして搬送する。もしくは、図２では示されていない給紙トレイ
２０２に画像除去しようとする被記録材Ｐをセットする際に、画像面を下面にしてセット
すればよい。
【００１５】
　図２（ｃ）は、被記録材Ｐが画像除去部２００に挿入され、被記録材Ｐの一部が剥離部
材２０９に接着している状態の模式図である。
　図２（ｃ）に示すように、被記録材Ｐ上に定着されたトナーＴは、不図示の加圧機構に
よって加熱ローラ２０７と剥離部材２０９との間に付与される圧力によって加圧される。
加圧機構としては、バネによる圧力、水圧、及び、空気圧などを用いた機構を用いること
ができる。また、加熱ローラ２０７と接する被記録材Ｐの画像面の裏面から伝導する熱に
よって被記録材Ｐ上のトナーＴは加熱される。これにより、被記録材Ｐと剥離部材２０９
とが密着した状態で、トナーＴが加熱・加圧される。被記録材Ｐの画像面では、加熱され
ることによってトナーＴが溶融状態となり、剥離部材２０９に接着される。
　画像除去部２００では、加熱ローラ２０７から伝達する熱により、トナーＴが溶融状態
となるために十分な熱を画像形成物質に加えるよう、加圧機構による加熱ローラ２０７と
剥離部材２０９との間に付与する圧力を調節する。このとき、加熱ローラ２０７と剥離部
材２０９とが接触する部分にはニップ部Ｎが形成されることが好ましい。ニップ部Ｎとし
ては、１［ｍｍ］～１０［ｍｍ］のニップ幅、好ましくは、３～６［ｍｍ］のニップ幅と
なるようなニップ部Ｎが形成されるように、加圧機構によって圧力を付与することが好ま
しい。
【００１６】
　図２（ｄ）は、分離部材２１０によって、被記録材Ｐの一部が剥離部材２０９から分離
され、トナーＴが剥離部材２０９の表面に熱転写された状態の模式図である。
　剥離部材２０９に接着されている被記録材Ｐの先端に分離部材２１０の先端部分が当接
して剥離部材２０９から被記録材Ｐの一部が分離される。ここで、剥離部材２０９を回転
させ被記録材Ｐを搬送する搬送力が加わることによって、被記録材Ｐの剛性により、被記
録材Ｐの全面が剥離部材２０９から分離され、被記録材Ｐ上に定着していたトナーＴは、
剥離部材２０９に転写される。このとき、分離部材２１０を設置する位置としては、被記
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録材Ｐがニップ部Ｎを出た直後（図２（ｄ）中の右側）よりも被記録材Ｐの搬送方向下流
側に分離点が生じるように設けることが好ましい。図２に示す画像除去部２００では、剥
離部材２０９の中心の真上を基準点（０［°］）としたときに約９０［°］回転した位置
に分離点が生じるように分離部材２１０を設けた例である。
【００１７】
　被記録材Ｐと剥離部材２０９とが密着している部分において、被記録材Ｐと剥離部材２
０９とに挟まれているトナーＴが溶融状態のままの状態で被記録材Ｐが剥離部材２０９か
ら分離されると、トナーＴの持つ凝集力が弱いために、トナーＴの一部が被記録材Ｐに残
留したり、トナーＴが糸引き状態となったまま分離されたりすることがある。分離部材２
１０を設ける位置を、図のようにニップ部Ｎを出てから少なくとも４５［°］以上回転し
た位置とすることにより、加熱ローラ２０７から加えられた熱によって溶融状態となった
トナーＴが、剥離部材２０９に接着した状態で回転する間に外気により冷却され、トナー
Ｔの凝集力が大きくなる。このような位置に分離部材２１０を設けることによって、トナ
ーＴの凝集力が、被記録材Ｐ表面とトナーＴとの接着力よりも大きくなる状態で分離する
ことができる。これにより、トナーＴの一部が被記録材Ｐに残留したり、糸引き状態とな
ったまま分離したりすることなく、トナーＴを被記録材Ｐに良好に転写することができる
。
【００１８】
　図２（ｅ）は、被記録材Ｐが剥離部材２０９から完全に分離されたときの模式図である
。
　図２（ｄ）の状態から連続的に剥離部材２０９から加わる搬送力によって、分離部材２
１０を介して剥離部材２０９から被記録材Ｐが分離される。完全に分離された被記録材Ｐ
は、画像除去部２００に対して被記録材Ｐの搬送方向下流側の排紙手段である排出搬送ロ
ーラ対２１７ａ及び排紙ローラ対２１７ｂによって、搬送力を付与されることにより排出
搬送ガイド２１６に沿って搬送され、図２には不図示の排紙トレイ２１５に排出される。
　一方、被記録材Ｐから転写された剥離部材２０９上のトナーＴは、クリーニングブレー
ド２１１により掻き落とされて、トナーＴを収納する排トナー容器２１３に貯められる。
剥離部材２０９からトナーＴを除去するクリーニング部材として、図２では板状のクリー
ニングブレード２１１を示した、クリーニング部材としてはこれに限るものではない。ク
リーニング部材の他の例としては、棒状の回転体上に、スパイラル状に設けられたスパイ
ラルクリーニングブレードなども用いることができる。
【００１９】
　次に、本発明の画像除去装置１００に適用可能な分離部材について説明する。
　図３は、画像除去部２００の説明図であり、図３（ａ）は側面図、図３（ｂ）は斜視図
、図３（ｃ）は図３（ｂ）中の矢印Ａ方向から見た正面図である。なお、図３（ｃ）は、
被記録材Ｐが搬送されることによって、画像除去部２００の狭持部であるニップ部Ｎから
先端部が出てきた状態を示す説明図である。
　図３に示すように、画像除去部２００は、剥離部材２０９の幅方向両側に分離部材２１
０を設置する。この場合、剥離部材２０９として、幅方向の長さが搬送される被記録材Ｐ
の規定された長さよりも短いもの、例えば、被記録材Ｐの幅方向両端から５～２５［ｍｍ
］ずつ短い剥離部材２０９を使用する。そして、被記録材Ｐにおける剥離部材２０９が当
接しない部分の被記録材Ｐの先端部が当接する位置に分離部材２１０を設置する。この場
合、分離部材２１０の構成としては、少なくとも、被記録材Ｐの幅方向両端から５～２５
［ｍｍ］幅の画像面側に当接する面を有する部材であればよい。このとき、画像除去が良
好となる分離点において、被記録材Ｐを曲げて分離するように、分離部材２１０の形状及
び配置を設定する。
【００２０】
　また、画像除去部２００は、図３（ｂ）及び図３（ｃ）に示すように、被記録材Ｐの幅
方向について、分離部材２１０が当接した領域以外の部分に当接する分離補助部材として
の分離爪３１０を備えている。分離部材２１０は、被記録材Ｐの幅方向両端部分の近傍を
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剥離部材２０９から分離するための部材である。分離爪３１０は、分離部材２１０によっ
て分離された面に当接するように配置された板状の部材であり、分離された面と剥離部材
２０９の表面との距離が離れるように被記録材Ｐを案内することで更なる分離を促すもの
である。本実施形態では、幅方向両端部に配置された２つの分離部材２１０の間の中央部
に複数個の分離爪３１０を配置した構成である。
　なお、中央部に複数個の分離爪３１０を設ける構成であっても、分離爪３１０を備えな
い構成であっても、剥離部材２０９の幅方向の長さは、搬送される被記録材Ｐの規定され
た長さよりも短いものであることが好ましい。
【００２１】
　本実施形態の画像除去部２００では、剥離部材２０９は被記録材Ｐよりも幅方向の長さ
が短いため、被記録材Ｐの幅方向両端部近傍で剥離部材２０９と接触しない部分は画像の
除去を行うことができない。そして、画像形成装置の設定によっては、両端部分の領域に
も画像形成される場合があるので、画像除去可能な被記録材Ｐに画像形成する際には、画
像形成装置において、被記録材Ｐの両端部分の領域には画像形成を行わない画像形成モー
ドが使用されていることが好ましい。
【００２２】
　次に、分離部材２１０によって、被記録材Ｐ（の両端部分近傍）が剥離部材２０９から
分離される原理について説明する。図４は、被記録材Ｐの先端部が分離部材２１０による
分離点を通過した直後の説明図である。なお、図４では、図３（ｂ）及び図３（ｃ）を用
いて説明した分離爪３１０の図示は省略している。
　図４中の被記録材Ｐの領域Ｘは、剥離部材２０９に接着している部分であり、被記録材
Ｐの領域Ｙは、分離部材２１０に当接している部分であり、被記録材Ｐの領域Ｚは、剥離
部材２０９に接着していたが分離部材２１０の作用によって剥離部材２０９から分離され
た部分である。また、図４中の矢印ｘは、領域Ｘの部分が搬送される方向、矢印ｙは領域
Ｙの部分が搬送される方向、そして、矢印ｚは、剥離部材２０９に接着した被記録材Ｐの
先端部分が引っ張られる方向を示している。
【００２３】
　図４に示すように、搬送される被記録材Ｐの規定された幅方向の長さよりも短い剥離部
材２０９を用いることにより、被記録材Ｐの両端部分には剥離部材２０９との間に接着力
が生じない。また、剥離部材２０９の両側に分離部材２１０を設置することにより、被記
録材Ｐの両端部分の剥離部材２０９との間に接着力が生じない部分と分離部材２１０とが
接触する。
　このような構成により、被記録材Ｐの幅方向両端部以外の領域Ｘ（被記録材Ｐの中央部
）は剥離部材２０９に接触するため、領域Ｘの画像面上の画像形成物質を転写して除去す
ることができる。さらに、被記録材Ｐの幅方向両端部分（好ましくは１０～２５［ｍｍ］
幅）の画像面側に当接する面を有する分離部材２１０を備えている。このため、被記録材
Ｐの幅方向両端部分（領域Ｙ）は、剥離部材２０９が表面移動することによって搬送され
る矢印ｘ方向とは異なる図中の矢印ｙ方向に移動される。これによって、被記録材Ｐの両
端部分近傍に分離された領域Ｚを確実に形成することができる。さらに、剥離部材２０９
の搬送力と被記録材Ｐの剛性によって、被記録材Ｐの両端部分から被記録材Ｐの中央部分
を引っ張る方向ｚに力が加わるので、被記録材Ｐが搬送されるに従い、分離された部分（
領域Ｚ）が広げられるので、被記録材Ｐの全面が分離されることとなる。
【００２４】
　次に、剥離部材２０９について説明する。
　剥離部材２０９は、少なくとも、最表層には剥離部材２０９と被記録材Ｐとを重ね合わ
せて加圧するときの温度において軟化する熱可塑性物層を有し、且つ、ローラ形状である
。その形状としては、外径が１０～９０［ｍｍ］程度の大きさが、画像除去装置１００を
比較的に小型に形成できて好ましい。そして、少なくとも厚みが０．５［ｍｍ］以上のゴ
ム弾性層を有し、更に、ゴム弾性体層より表面側に有機高分子層を有するものも用いるこ
とができる。ゴム弾性体としては、耐熱性の良いものが好ましく、シリコンゴム、フッ素
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ゴムが好適である。ゴム弾性体の厚みは、０．５［ｍｍ］以上であることが好ましく、特
に、１～８［ｍｍ］の厚みであることが好ましい。
　図５は、画像除去部２００が備えるローラ型の剥離部材２０９の断面を示した概略説明
図である。剥離部材２０９は基体２２０の回りに、ゴム弾性体からなる弾性層２１９を備
え、弾性層の外側には表面層として熱可塑性物層２０８が形成されている。基体２２０と
しては、アルミニウム、ステンレス、鉄などの金属、ガラス、セラミックス、フェノール
樹脂などの耐熱性高分子化合物等の材料からなるパイプ状部材を用いることができる。
　図１を用いて説明したように、画像除去部２００では、剥離部材２０９は加熱ローラ２
０７と対向し、両者間に圧力が印加されて、ニップ部Ｎが形成されるように用いられる。
　剥離部材２０９には被記録材Ｐから画像形成物が転写されるが、一般の電子写真画像形
成装置には、画像形成物中に熱可塑性樹脂、顔料などの色材を含有する粉体が用いられる
。これらの材料に加えて、染料、界面活性剤、電荷制御剤、ワックスなどの単分子化合物
が加えられことがある。　熱可塑生物層として好ましい材料として、ポリエーテルサルフ
ォン、ポリサルフォン、ポリエーテルイミド、ポリフェニレンサルファィド、ポリカーボ
ネート、ポリアリレート、ポリイミド、ポリエーテルエーテルケトン等を挙げることがで
きる。
【００２５】
　熱可塑性物層２０８の厚みは、５～１５０［μｍ］、特に、２０～８０［μｍ］が最適
である。厚みがこの範囲よりも薄いと、被記録材Ｐの表面の凹凸に倣うように変形する程
度の厚さが得られず、低濃度階調画像や地肌かぶりを形成する画像形成物質を完全に除去
することができない。また、厚すぎると、画像除去特性が低下したり、画像除去処理速度
を速くできなくなってしまう。
　基体２２０と熱可塑性物層２０８との間、または、ゴム弾性層２１９を設ける場合には
、有機高分子化合物層基体とゴム弾性層との間やゴム弾性層２１９と有機高分子化合物層
との間などに、適宜、それらの接着性を向上するために接着剤層や表面改質層等を設ける
ことができる。ただし、それらの層は、前記のゴム弾性体層や有機高分子化合物層の機能
を阻害しない範囲で、素材を選択したり、厚みを薄くしたりする必要がある。
　また、本実施形態の画像除去部２００のように、剥離部材２０９の最表層に熱可塑性物
層２０８を有し、かつ、ローラ形状の剥離部材２０９を使用する際には、被記録材Ｐと剥
離部材２０９との間には、被記録材Ｐ上に画像が形成されていなかった部分においても接
着力が生じている。すなわち、図４を用いて説明した被記録材Ｐと剥離部材２０９とが重
ね合わされている部分（領域Ｘ）全面に接着力が生じている。このため、確実に被記録材
Ｐを分離するために、図３を用いて説明した構成の分離部材２１０および分離爪３１０を
備えた構成とすることが好ましい。このような分離部材を設けることにより、剥離部材２
０９と分離部材２１０とが強い接着力を維持したまま搬送されたとしても、確実に被記録
材Ｐの全面を剥離部材２０９から分離することが可能となる。
【００２６】
　次に、本実施形態の画像除去装置１００を用いて画像の除去が成される被記録材Ｐにつ
いて説明する。
　本発明を適用する画像除去装置としては、普通紙から画像の除去ができるように工夫さ
れた特殊な界面活性剤を含む液体組成物を被記録材上の画像に付与することなく画像を除
去するものが好ましい。また、表面近傍に画像形成物質に対する接着力を低下する組成物
が付与されたリユーザブル被記録材に形成した画像を前記の液体組成物を付与することな
く除去する方法で使用することが好ましい。
　ただし、普通紙との接着性を低下させた特殊な画像形成物使用しても、普通紙として一
般的に用いられている上質紙などの表面平滑性の比較的低い被記録材に画像を形成した場
合、紙の凹部に付着している画像形成物を完全に除去することは困難である。
　それ故、本発明を適用する画像除去装置は、前記のリユーザブル被記録材上に形成され
た画像を除去する方法に用いられるものであることが最も好ましい。
【００２７】
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　画像を除去するために液体組成物などの画像除去促進組成物を付与することなく、画像
が除去できるリユーザブル被記録材については既に多くの提案がなされている。
　画像形成物質に対する接着力を低下するための組成物の例の一つとしては界面活性剤が
挙られる。
　例えば、特開平１０－７４０２５号公報には、フッ素系界面活性剤、シリコン系界面活
性剤、分子中に炭素数の総数が８個以上の直鎖あるいは分岐しているアルキル基を含有す
る界面活性剤を付与した紙を好ましく用いることができることが開示されている。
　より具体的には、フッ素系界面活性剤として、フロロアルキルカルボン酸塩、フロロア
ルキルスルホン酸塩等のアニオン系、フロロアルキル導入ベタイン等の両性系界面活性剤
、シリコン系界面活性剤として、エポキシ変性、アルキル変性、アラルキル変性、アミノ
変性、カルボキシル変性、アルコール変性、フッ素変性、ポリエーテル変性のシリコンオ
イル等、炭素数の総数が８個以上の直鎖あるいは分岐しているアルキル基を含有する界面
活性剤として、アルキルカルボン酸塩、アルキル硫酸エステル塩、アルキルスルホン酸塩
、アルキルリン酸エステル塩、等のアニオン系、アルキルアミン塩、アルキルアミン誘導
体、４級アンモニウム塩、イミダゾリン、イミダゾリウム塩、等のカチオン系等が開示さ
れている。
　シリコン化合物を表面に付与した被記録材の例は、特開平９－２０４０６０号公報、特
開平９－２０４０６１号公報などに開示されている。
　シリコン系化合物の具体例としては、シリコン樹脂、シランカップリング剤が挙げられ
ている。
　さらに、フッ素樹脂、オレフィン樹脂、ワックスなどを被記録材に付与しても画像形成
物質の接着力を低下する効果を有する。
　また、オレフィン－無水マレイン酸重合体のオレフィン成分として、特に、α位に二重
結合を有し、炭素数１０～炭素数２０のオレフィン単量体を用いて重合させた高分子化合
物を用いることもできる。
【００２８】
　リユーザブル被記録材は、上記で例示した画像形成物質に対する定着性を低下せしめる
ことのできる化合物を基体となる紙やフィルムに付与したものである。
　紙などの凹凸の比較的大きな素材を基体として使用する場合は、単に画像形成物質に対
する定着性を低下せしめる化合物のみを付与するだけではなく、リユーザブル被記録材の
凹凸を小さくするために、炭酸カルシウム、酸化チタン、酸化亜鉛、硫酸バリウム等の白
色顔料やラテックス、スチレン―ブタジエン重合体エマルジョン、アクリル樹脂、ポリビ
ニルアルコール、でんぷん、酢酸ビニル重合体エマルジョン、カルボキシメチルセルロー
ス、アルギン酸、アラビアゴム等の高分子化合物を、前記の画像形成物質に対する定着性
を低下するための組成物と混合して付与するか、前記の画像形成物質に対する定着性を低
下するための組成物を基体に付与する前に付与することができる。
　本発明を適用した画像除去装置で画像を除去する被記録材としては、画像形成物質との
定着性を低下せしめる化合物としてオレフィン－無水マレイン酸重合体を用いたリユーザ
ブル被記録材が特に好ましい。
　オレフィン－無水マレイン酸重合体のオレフィン成分として、特に、α位に二重結合を
有し、炭素数１０～炭素数２０のオレフィン単量体を用いて重合させた高分子化合物を用
いることにより、一般の電子写真装置で画像を形成した場合に、良好な定着性と画像除去
特性が得られる。
　また、画像の除去と再画像形成のサイクルを繰り返して使用しても、安定した画像の定
着性と画像の除去特性が得られる。
　本発明の画像除去装置を用いると、リユーザブル被記録材に形成された画像は、画像除
去促進液を付与することなく、熱転写により被記録材から除去することができる。
　それ故、本発明を適用した画像除去装置では、被記録材上の画像形成物の被記録材への
接着力を低下せしめる組成物を付与する手段を設けないことが好ましい。
　本発明を適用した画像除去装置をリユーザブル被記録材上に形成された画像を除去する
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ために用いることにより、カラー画像の除去が可能となるばかりではなく、液体の浸透や
乾燥に時間を要することもないので、高速の画像除去処理が可能となり、且つ、消費電力
も小さくできる。
　また、本発明を適用した画像除去装置は、画像除去能力や被記録材と剥離部材との分離
能力が高いために、比較的画像形成物質との接着性が高い、すなわち画像形成物質の定着
性が高いリユーザブル被記録材を用いても、被記録材を剥離部材から分離し、画像を完全
に除去することが可能となる。
　また、一般の剥離部材が混入することを防ぐための、識別マークが付与されたリユーザ
ブルメディア、かつ、搬送された被記録材がリユーザブルメディアであるか否かの識別手
段を備えた画像除去装置とすることが好ましい。
【００２９】
　次に、本実施形態の画像除去装置１００を用いて画像の除去が成される被記録材Ｐ上の
画像を形成する画像形成物質について説明する。
　画像除去装置１００において被記録材Ｐから除去できる画像形成物質の特性としては熱
可塑性があること、剥離部材２０９に対する接着性を有することが必要条件である。画像
形成物質の熱可塑性としては、被記録材Ｐと剥離部材２０９とを重ね合わせて加圧する際
の温度で、画像形成物は軟化して塑性を示す必要がある。
　画像除去装置１００で被記録材Ｐから除去できる画像形成物の具体例は、一般的な電子
写真方式の画像形成装置除去で用いられている粉体トナーである。
　熱転写プロセスなどの電子写真の他のプロセスで形成された画像であっても、画像形成
物の物性や被記録材Ｐへの付着量が、一般的な電子写真方式の画像形成装置除去で用いら
れている粉体トナーと同様なものであれば、同様に被記録材より除去が可能なことは明ら
かである。
　画像除去装置１００において被記録材Ｐから除去できる画像形成物に用いられる材料の
具体的を以下に挙げる。
　主成分を熱可塑性樹脂とし、熱可塑性樹脂として、カルボン酸として、テレフタル酸、
フマル酸、マレイン酸、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、
アゼライン酸、セバシン酸、ブラシル酸、ピロメリット酸、シトラコン酸、グルタコン酸
、メサコン酸、イタコン酸、テラコン酸、フタル酸、イソフタル酸、ヘミメリト酸、メロ
ファン酸、トリメシン酸、プレーニト酸、トリメリット酸などの１種または２種以上を用
い、多価アルコールとしては、ビスフェノールＡ、水添ビスフェノールＡ、エチレングリ
コール、プロピレングリコール、ブタンジオール、ネオペンチルジオール、ヘキサメチレ
ンジオール、ヘプタンジオール、オクタンジオール、ペンタグリセロール、ペンタエリト
リトール、シクロヘキサンジオール、シクロペンタンジオール、ピナコール、グリセリン
、エーテル化ジフェノール、カテコール、レゾルシノール、ピロガロール、ベンゼントリ
オール、フロログルシノール、ベンゼンテトラオールなどの１種または２種以上を用いて
縮重合したポリエステル樹脂、ポリスチレン、ポリｐ－クロロスチレン、ポリビニルトル
エンなどのスチレン及びその置換体の重合体；スチレン－ｐ－クロロスチレン共重合体、
スチレン－プロピレン共重合体、スチレン－ビニルトルエン共重合体、スチレン－ビニル
ナフタリン共重合体、スチレン－アクリル酸メチル共重合体、スチレン－アクリル酸エチ
ル共重合体、スチレン－アクリル酸ブチル共重合体、スチレン－アクリル酸オクチル共重
合体、スチレン－メタクリル酸メチル共重合体、スチレン－メタクリル酸エチル共重合体
、スチレン－メタクリル酸ブチル共重合体、スチレン－グリシジルメタクリレート共重合
体、スチレン－ジメチルアミノエチルメタクリレート共重合体、スチレン－ジエチルアミ
ノエチルメタクリレート共重合体、スチレン－ジエチルアミノプロピルアクリレー共重合
体ト、スチレン－エチレングリコールメタクリレート共重合体、スチレン－アクリロニト
リル共重合体、スチレン－ビニルメチルケトン共重合体、スチレン－ブタジエン共重合体
、スチレン－イソプレン共重合体、スチレン－アクリロニトリル－インデン共重合体、ス
チレン－マレイン酸共重合体、スチレン－マレイン酸エステル共重合体などのスチレン系
共重合体；ポリメチルメタクリレート、ポリブチルメタクリレート、ポリ塩化ビニル、ポ
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リ酢酸ビニル、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリエステル、エポキシ樹脂、エポキシ
ポリオール樹脂、ポリウレタン、ポリアミド、ポリビニルブチラール、ポリアクリル酸樹
脂、ロジン、変性ロジン、テルペン樹脂、脂肪族叉は脂環族炭化水素樹脂、芳香族系石油
樹脂等を用いることが出来る。
　これらの熱可塑性樹脂は、画像形成物の組成中５０～９８［重量％］の範囲で用いるこ
とが好ましい。
【００３０】
　色材としては、一般の画像形成物質に用いられている下記の色材を例示することができ
る。
　すなわち、カーボンブラック、酸化鉄などの黒顔料、Ｃ．Ｉ．ビグメント・イエロー１
２、Ｃ．Ｉ．ビグメント・イエロー１３、Ｃ．Ｉ．ビグメント・イエロー１４、Ｃ．Ｉ．
ビグメント・イエロー１５、Ｃ．Ｉ．ビグメント・イエロー１７、Ｃ．Ｉ．ビグメント・
イエロー９３、Ｃ．Ｉ．ビグメント・イエロー９４、Ｃ．Ｉ．ビグメント・イエロー１３
８、Ｃ．Ｉ．ビグメント・イエロー１５５、Ｃ．Ｉ．ビグメント・イエロー１５６、Ｃ．
Ｉ．ビグメント・イエロー１８０、Ｃ．Ｉ．ビグメント・イエロー１８５、等のイエロー
顔料、Ｃ．Ｉ．ビグメント・レッド２、Ｃ．Ｉ．ビグメント・レッド３、Ｃ．Ｉ．ビグメ
ント・レッド５、Ｃ．Ｉ．ビグメント・レッド１６、Ｃ．Ｉ．ビグメント・レッド４８：
１、Ｃ．Ｉ．ビグメント・レッド５３：１、Ｃ．Ｉ．ビグメント・レッド５７：１、Ｃ．
Ｉ．ビグメント・レッド１２２、Ｃ．Ｉ．ビグメント・レッド１２３、Ｃ．Ｉ．ビグメン
ト・レッド１３９、Ｃ．Ｉ．ビグメント・レッド１４４、Ｃ．Ｉ．ビグメント・レッド１
６６、Ｃ．Ｉ．ビグメント・レッド１７７、Ｃ．Ｉ．ビグメント・レッド１７８、Ｃ．Ｉ
．ビグメント・レッド２２２、等のマゼンタ色材、　Ｃ．Ｉ．ビグメント・ブルー１５、
Ｃ．Ｉ．ビグメント・ブルー１５：２、Ｃ．Ｉ．ビグメント・ブルー１５：３、Ｃ．Ｉ．
ビグメント・ブルー１６、Ｃ．Ｉ．ビグメント・ブルー６０、等のシアン色材等、電子写
真用トナーの色材として公知の色材を挙げることが出来る。これらの色材は、画像形成物
の組成中1～１５［重量％］の範囲で用いることが好ましい。
【００３１】
　画像除去装置１００によって画像が除去される被記録材Ｐ上の画像を形成する画像形成
物質には、離型剤、特にワックス含むことが好ましい。
　離型剤、ワックス成分も、熱可塑性樹脂や色材と同様に、電子写真装置などに用いる画
像形成物質に添加する離型剤、ワックスをそのまま用いることができる。離型剤、ワック
スを含有することにより、剥離部材と被記録材Ｐとの分離が容易になる。さらに、特に、
表面に螺旋状の凹凸を有するクリーニング部材を用いると剥離部材２０９の表面に離型剤
やワックスが浮き出でも、良好に剥離部材２０９から画像形成物質を除去することができ
る。離型剤、ワックスは、画像形成物質全体の１～１０［重量％］程度の範囲で添加する
ことが好ましい。画像形成物質に含有せしめることのできる離型剤、ワックスの具体例と
しては、フッ素系、シリコン系の高分子化合物、長鎖アルキル基を側鎖に有する有機高分
子化合物、カルナバワックス、モンタンワックス、密ロウ、パラフィンワックス、ミクロ
クリスタリンワックス、高級アルキルアルコール類、高級脂肪酸類、高級脂肪酸のエステ
ル類、高級アルキルアミド類、等の６０～１１０［℃］に融点を持つ、高分子化合物、ワ
ックス類を挙げることができる。
【００３２】
　なお、本発明に係る画像除去装置および画像形成・除去システムは、感光体上に静電潜
像を形成した後、乾式トナーを用いて現像し、トナー像を被記録材に転写する通常の電子
写真法により画像を形成する技術分野に適用される他に、静電記録法、トナージェット記
録法、イオンフロー記録法などの感光体を使用しない電子写真法や電子写真装置で画像を
形成する技術分野にも適用できる。また、本発明は、必ずしも電子写真法により画像を形
成する場合に限らず、熱可塑性の画像形成物質を用いて画像を形成する磁気記録プロセス
、熱転写方式、熱溶融性のソリッドインクを用いるインクジエット法で画像を形成する技
術分野にも適用できる。
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【００３３】
　ここで、画像除去装置によって被記録材上の画像の除去を行う背景について説明する。
　なお、近年、電子写真法やインクジェット記録方法、熱転写記録方法を用いたプリンタ
やアナログ複写機、デジタル複写機、印刷機が普及し、紙が大量に使用されている。 被
記録材として一般に用いられる紙は再生可能な資源である木材より得られるパルプを原料
としている。しかしながら、紙を製造するための木材からセルロース繊維を抽出するパル
プ化の工程、抄紙した紙を乾燥する工程で多くのエネルギーを消費する。 これらの紙を
製造する工程の一部では、紙製造のためのエネルギー源として、木材からバルプを抽出し
た残渣である黒液などのバイオマス由来の燃料を使用し、化石燃料を使用することにより
発生する二酸化炭素量を削減する努力がなされている。しかしながら、すべての紙の製造
工程でバイオマス起源の燃料が用いられている訳ではなく、多量の化石燃料が用いられて
いるのが現状である。化石燃料を使用することにより発生する二酸化炭素は地球の温暖化
を生じる原因物質とされており、また、化石燃料資源の枯渇を防ぐことからも、紙の使用
量を低減することが環境保全の観点から望まれている。また、化石燃料の消費量を少なく
することばかりでなく、バイオマス由来の燃料の使用量を削減できれば、紙の製造工程以
外の用途に使用することも可能となる。
　近年は、紙を製造するために木材を乱伐することは減ってきているものの、すべての紙
が管理された森林から採られ木材より製造される訳ではなく、紙の消費量を抑制すること
により森林を保護して、生態系を維持し、地球環境の悪化を防止することも重要な社会的
な課題である。また、紙には、添加物として燃焼、腐敗しない無機成分を含ませることが
一般的であるが、紙が廃棄され、清掃工場などで焼却しても、一定の割合で、埋め立てが
必要な廃棄物が発生する。 廃棄物の埋め立て地を見つけることは、近年、困難となって
きており、この観点からも紙の消費量を抑制することが課題となっている。
　これらの、問題に対処するため、不要になった情報記録用紙を回収し、回収された紙を
製紙工場で、一旦、パルプの状態まで離解し、再利用する方法が、従来から行なわれてい
る。しかしながら、この方法では、新たな木材資源は必要としないが、回収のための紙の
運送や再パルプ化、再抄紙のために、フレッシュパルプから紙を製造する場合とほぼ同等
のエネルギーを使用する。更に、再生パルプを使用した紙では剛度や白色度が低下する、
印字した時に、にじみが生じるなど、品質上の問題がある。一般に情報記録用紙として使
用される上質紙では、再生パルプの混入率を３０［％］程度に留める必要がある。再生パ
ルプの比率を高めようとすると、白色度が高い上質の情報記録紙を製造するためには、古
紙から抽出するパルプの比率を低くとどめたり、未使用古紙からバルプを製造すること等
が必要となり、新しい木材から紙を製造するよりも割高になったり、環境負荷が大きくな
る。更に、情報が記録された被記録材を回収、再生使用することは、情報が記録された被
記録材が社外や家庭外に流通することとなり、機密やプライバシーの保守という観点から
も、問題がある。
　このため、一旦使用された紙を回収し、再生紙としてリサイクルする場合の問題を解決
するための方法として、一度使用した被記録材上の画像を除去して被記録材を再生し、再
使用できる被記録材、被記録材から画像を除去する方法、装置は、既に数多く、提案され
ている。
【００３４】
　再生紙としてリサイクルする場合の問題を解決するための方法として、一度使用した被
記録材上の画像を除去して被記録材を再生し、再使用する方法が提案されている。例えば
、特開平１－２９７２９４号公報には、被記録材としてプラスチック、金属、液浸透性の
ない紙、セラミックスなどを用い、これらの被記録材上に形成された熱溶融性の画像に熱
溶融性剥離体を介在させて加熱し、画像を剥離除去する方法が開示されている。
　また、特開平４－６４４７２号公報には、表面に熱溶融性樹脂を有するエンドレスベル
トを用い、離型剤で処理された被記録材上の電子写真法で形成された画像を転写剥離して
除去する装置が開示されている。
　また、特開平４－８２９８３号公報には、互いに圧接して回転し圧接箇所に紙を通過さ
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せる２本の並行に設けられたローラと、この２本のローラの少なくとも一方を加熱するヒ
ーターと、前記圧接箇所を通過した紙を前記ローラから分離する掻取具と、前記ローラに
付着した像形成物質を前記ローラから除去する剥離装置とを備えた像形成物質除去装置が
開示されている。
　また、特開平７－３６３３０号公報や特開平７－５６４７１号公報に開示されるものが
ある。この装置は、表面に熱溶融性樹脂からなる画像剥離層を設けた画像剥離ローラと、
この画像剥離ローラの内部に上記画像剥離層を加熱する熱源とを設け、画像剥離ローラに
対向して設けられた押圧ロールとの間に形成されるニップ部に使用済みの記録媒体を通過
させる。そして、記録媒体上の画像形成材料を加熱により溶融し、該画像形成材料を画像
剥離層に付着させて除去するものである。
【００３５】
　このような装置によって記録媒体から画像形成材料を除去するには、記録媒体上の画像
形成材料を加熱して軟化状態にするとともに、同じく軟化した画像剥離層と圧接して両者
を密着させることが必要となる。普通紙のように表面に繊維の凹凸を持った記録媒体の場
合、画像形成材料であるトナー粒子がこれらの凹部の内部に埋まりこんでいるため、画像
剥離層の厚さを記録媒体の表面の凹凸に倣うように変形する程度の厚さとし、画像形成材
料の剥離性能を上げている。 
　なお、エンドレスベルト型剥離部材を用いた画像除去装置においては、連続使用すると
、剥離部材の寄りが発生し、寄りを防止するための機構が複雑になり、装置のコストが高
くなったり、寄りを修正する際に、剥離部材の幅方向に不均一なテンションが印加される
ために、ベルトの周長が不均一になり、剥離部材に皺が生じて、画像を完全に除去するこ
とが困難になってしまうという課題がある。その点、剥離部材をローラ形状とした場合に
おいては，スキュー発生の問題が無い，金属などの剛体を剥離部材または剥離部材の基体
とする構成とすることができるので，剥離部材の変形・破損の課題を回避することができ
る。
　しかしながら、ローラ方式の画像剥離装置においては、記録媒体と画像剥離層との間に
接着力が発生するため、記録媒体の圧接を行った後、記録媒体を画像剥離層から分離する
のが難しいという問題がある。さらに、ローラ方式の画像剥離装置では、画像剥離層が熱
溶融性樹脂で形成されているため、剥離部材に当接するように設けられた接触式の分離爪
等を使用することができない。
【００３６】
　このため、例えば特開平４－８２９８３号公報に記載されるように、剥離部材表面に円
周に沿った溝と、この溝に嵌入して前記表面からコピーシートを分離するための部材を設
けるなど、分離を促進するための施策が採られている。しかしこの方法では、前記回転す
る部材には円周に沿った溝が設けられているので、被記録材の記録面のうち、剥離部材表
面に当接しない部分があるため、１回の画像除去処理では記録面全面の画像除去が行われ
ないという問題がある。
　この問題を解決するため、例えば特開平７－３６３３０号公報に記載の装置では、画像
剥離ローラの側縁部に表面移動方向と異なる剥離方向に記録媒体を導く分離板を設け、被
記録材の側縁部を分離板により確実に分離し、両側縁部以外の画像剥離ローラに当接する
部分は、被記録材の剛性により、被記録材全面を分離する方法が採られている。
　また、特開２００２－７２７９２号公報に記載の装置では、表面層に熱溶融性樹脂を含
む画像剥離層を有し、画像剥離層の両縁部に非剥離領域を設けた剥離部材を備える画像除
去手段に、前記被記録材の両側縁部の非画像形成領域に対応する前記剥離部材の非剥離領
域に接触配置し、剥離部材と相対移動することで、被記録材の両端部を分離させる第１分
離部材と、該剥離部材の剥離領域に対向して、且つ熱溶融性樹脂と非接触で配置され、前
記第１分離部材によって前記画像剥離層から部分的に分離された画像保持体をさらに画像
剥離層から分離させる第２分離部材により、被記録材全面を分離する方法が採られている
。
【００３７】
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　以上に示した例のような画像除去装置の構成、特に、熱転写方式の画像除去手段を備え
た画像除去装置とすることで，比較的簡素な構成で、被記録材に損傷を与えることなく、
被記録材上に形成された画像を良好に除去することが可能となる。また，経済的に安価で
あり，環境的配慮がなされ，機密性にも優れた画像除去装置とすることができる。
　しかしながら、優れた画像除去装置であるにも関わらず、ユーザーが被記録材を書類等
として扱う際に生じやすい被記録材の耳折れによる影響を受けやすく、画像の残留、被記
録材の破損・シワ発生、画像除去装置の停止、といった問題があったために、被記録材の
消費量を減らすという効果が得られず、また、信頼性が得られていない。それにも関わら
ず、これまで耳折れが発生した被記録材が画像除去手段に混入することを防止する対策が
行われていなかった。
【００３８】
　よって、本発明を適用した画像除去装置１００には、前述の従来技術の欠点を解消する
ことが求められる。
　すなわち、画像除去装置１００が解決すべき課題の一つは、ユーザーが被記録材Ｐに耳
折れが発生していることに気付かないまま、画像除去装置１００の給紙部である給紙トレ
イ２０２にセットしたとしても、ユーザーを煩わせることなく、搬送不良、画像の残留、
被記録材Ｐの破損等のトラブル発生を防止できる、信頼性の高い画像除去装置とすること
である。
　また、画像除去装置１００が解決すべき他の課題は、長期間使用したり、連続使用した
りする場合においても、再現性良く被記録材Ｐからの画像の除去が可能な画像除去装置と
することである。すなわち、長期間使用したり、連続使用したりしても、被記録材Ｐと剥
離部材２０９との分離を確実に行うことができ、かつ、被記録材Ｐ及び剥離部材２０９の
破損を防ぎ、剥離部材２０９の寿命を長く保つことである。
　また、画像除去装置１００が解決すべき他の課題は、画像除去装置１００の構成を簡素
にしたり、小型化することである。構成を簡素にすることにより、重量を減じ、コストを
安く、環境負荷を低減することができる。なお、従来多く用いられてきた、エンドレスベ
ルト型剥離部材を用いると小型化や構成の簡素化が困難であった。
　また、画像除去装置１００が解決すべき他の課題は、被記録材Ｐ上に形成された画像形
成物質の除去性に優れ、低濃度階調画像や地肌かぶりを形成する画像形成物質であるトナ
ーＴをも除去することが可能な画像除去装置とすることである。特に、電子写真方式の画
像形成装置で形成されたカラー画像のように、画像の高さに大きな差がある場合や、被記
録材ＰとしてトナーＴとの接着力が比較的大きく、実用に足る画像形成物質の定着性を有
する被記録材Ｐを用いた場合、紙を基体とする被記録材Ｐのように比較的表面平滑度の低
い被記録材Ｐに画像が形成される場合においても、被記録材Ｐ上の画像形成物質を完全に
除去することができる画像除去装置とすることである。熱可塑性組成物層を持たない剥離
部材では、画像を完全に除去することが困難であった。一方、熱可塑性組成物層を有する
剥離部材を用いると、特に剥離部材をローラ形状としたとき、被記録材と剥離部材とを分
離することが困難である。被記録材と剥離部材とが分離ができることが、画像除去装置と
しての必須条件であり、画像除去特性以前の課題であった。
【００３９】
　図１を用いて説明した本実施形態の画像除去装置１００は、被記録材Ｐ上の画像を転写
するための剥離部材２０９の一例として、少なくとも最表層には剥離部材２０９と被記録
材Ｐとを重ね合わせて加圧するときの温度において軟化する熱可塑性物層２０８を有し、
且つ、ローラ形状である剥離部材２０９を備えた画像除去装置である。
　この他、適用可能な剥離部材２０９としては、少なくとも最表面が、加熱されて塑性を
示す状態となった熱可塑性画像形成物質に対して接着力を発現するものであればよく、例
えば特開平４－６４４７２号公報に開示されたエンドレスベルト型の剥離部材も使用可能
である。ただし先に述べたように、エンドレスベルト型剥離部材を用いた画像除去装置に
おいては、装置のコストが高くなる，剥離部材の変形・破損など課題があるので、剥離部
材をローラ形状とすることが好ましい。
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　また、図１には、被記録材Ｐと剥離部材２０９とを分離する分離部材２１０の一例とし
て、図３に示すように、剥離部材２０９の両端外側に配置した両端分離部材に該当するも
のを用いている。この場合、剥離部材２０９としては、前記被記録材または前記剥離部材
において、被記録材Ｐの幅方向の両端部分近傍と剥離部材との間に接着力を生じさせない
領域をあらかじめ設けたものを用いる。
　この他、特開平７－３６３３０号公報、特開２００２－７２７９２号公報に開示された
分離方法も適用可能である。このような分離手段をとすることにより、被記録材と剥離部
材とを確実に分離することができ、また、画像除去性も向上する。特に、本実施形態のよ
うに、剥離部材２０９として最表面に熱可塑性物層を有するローラ形状の剥離部材を使用
する際には、図３に示すように剥離部材２０９の両端外側に配置した分離部材２１０とす
ることが好ましい。
【００４０】
　また、紙のように表面平滑度の低い被記録材に画像が形成される場合、画像形成物質が
、被記録材表面の凹部に画像形成物質が潜り込む。特に、低濃度階調画像や一次色の画像
のように、少ない量の画像形成物質で構成されている画像の部分で、画像形成物質の潜り
込みが見られることがわかっている。このような画像形成物質が除去できなかった場合、
薄く画像が残ってしまい、場合によっては文字や画像が読み取られてしまうおそれがある
。
　本実施形態の剥離部材２０９は熱可塑性物層２０８を設け、被記録材Ｐと重ね合わせて
加熱・加圧することにより、熱可塑性物層２０８が軟化状態となり、被記録材Ｐ表面の凹
凸に倣うように変形するので、表面平滑度の低い被記録材の凹部に潜り込んだ画像形成物
質も除去することができ、画像を完全に除去することができる。
【００４１】
　本実施形態の画像除去装置１００によって画像の除去が成される前の被記録材Ｐは、ユ
ーザーが作成した書類等として取り扱われた後に不要となったものである。このため、被
記録材Ｐの端部に、ユーザーが被記録材Ｐを書類等として扱う際に、耳折れが発生してい
る可能性が高い。
　ここで、「耳折れ」とは、長方形のシート状の被記録材Ｐの四隅近傍に発生する被記録
材Ｐの折れ癖や曲がり癖のことを指し、通常平面状となる被記録材Ｐ表面に対して耳折れ
によって起き上がっている三角形状の部位を耳折れ部位と呼ぶ。
【００４２】
　図６は、被記録材Ｐの耳折れの説明図である。図６（ａ）は、耳折れの無い正常な被記
録材Ｐの説明図であり、図６（ｂ）は、耳折れが生じた被記録材Ｐの説明図である。また
、図６中の（ａ－１）及び（ｂ－１）はそれぞれ被記録材Ｐの斜視図であり、（ａ－２）
及び（ｂ－２）はそれぞれ被記録材Ｐの側面図である。
　図６（ｂ）に示すように、耳折れによって、通常平面となる被記録材Ｐの表面から起き
上がっている三角形状の部位を耳折れ部位（図中のＥ）と呼ぶ。耳折れ部位Ｅとその他正
常な部分との境には、折り目が発生する。
　耳折れが発生した被記録材Ｐは、正常な平面の被記録材Ｐと比較して、（１）折り目を
境に不連続な面となる、（２）折り目に沿った向きには剛性が高くなる（曲がり難くなる
）、（３）耳折れ部位が正常な記録面に重なる場合には厚みが増す、（４）耳折れのある
部分の一辺の長さが短くなる（図６（ｂ－1）に示す長さＬだけ短くなる）、という変化
が生じる。
　また、耳折れの発生した被記録材Ｐは、被記録材Ｐの耳折れ部位Ｅと、その他正常な部
分との境で被記録材Ｐの剛性が変化するため、図６（ｂ）に示すような、耳折れ部位Ｅが
生じたままの状態を維持しようとする。
　被記録材Ｐの耳折れは、画像形成した被記録材Ｐを、ユーザーが作成した書類等として
扱う間に発生することが多く、その大きさ・形状は様々なので、耳折れが発生したままの
被記録材Ｐが混入する頻度、それぞれの耳折れ部位Ｅの大きさ・形状を予測することは困
難であると言ってよい。また、ユーザーが被記録材Ｐに耳折れが発生していることに気付
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かないまま、画像除去装置の給紙部にセットされることがある。
【００４３】
　次に、耳折れが発生した被記録材Ｐ（以下、耳折れ被記録材Ｐ´と表現する場合がある
。）に対して、本実施形態の画像除去装置１００と同様の画像除去部２００で画像除去を
行った場合の不具合について説明する。
　図７は、耳折れ被記録材Ｐ´の先端部が分離部材２１０による分離点を通過した直後の
説明図であり、図７（ａ）の方が図７（ｂ）よりも僅かに早いタイミングにおける説明図
である。
　図７では、耳折れ被記録材Ｐ´の耳折れ部位Ｅに当たる部分は点線で示している。この
場合、耳折れ被記録材Ｐ´の先端部分よりも搬送方向の上流側で、耳折れ被記録材Ｐ´が
分離部材２１０に当接するので、領域Ｘ、領域Ｙ、領域Ｚは図７（ａ）に示すようになる
。すなわち、領域Ｙの搬送方向下流側端部よりも、領域Ｘの搬送方向下流側端部の方が搬
送方向の下流側の位置にあることになる。
　このとき、剥離部材２０９の搬送力と耳折れ被記録材Ｐ´の剛性によって、耳折れ被記
録材Ｐ´の両端部分から耳折れ被記録材Ｐ´の中央部分を引っ張る方向Ｚに力が加わるが
、分離された部分（領域Ｚ）が耳折れ被記録材Ｐ´の中央部分に向かって広がり始めるタ
イミングが、図４を用いて説明した耳折れのない正常な被記録材Ｐに比較して遅れること
になる。
　このため、図７（ｂ）に示すように、分離された部分（領域Ｚ）が広がる前に、耳折れ
被記録材Ｐ´の先端部分が剥離部材２０９に接着したまま、分離部材２１０の先端部近傍
に到達してしまう。そして、分離爪３１０に引っかからずに剥離部材２０９と分離爪３１
０との間に耳折れ被記録材Ｐ´が入り込んでしまうため、分離不良による紙詰まりという
トラブルが発生することがあった。また、耳折れ被記録材Ｐ´が分離爪３１０を巻き込ん
でしまうことにより、剥離部材２０９の破損、分離爪３１０の破損という致命的なトラブ
ルが発生することがあった。
　なお、図７に示す例では分離補助部材として分離爪３１０を備えた構成であるが、二つ
の分離部材２１０の間に板状の分離板を備えた構成であっても分離爪３１０と同様の問題
が生じ得る。
【００４４】
　また、図７を用いて説明したようなトラブルが発生しなくても、耳折れ部位Ｅが画像面
と重なった状態のまま画像除去がなされた場合、耳折れ部位Ｅによって隠された部分の画
像が剥離部材２０９と接触しないため、画像が残留するという不具合が発生していた。
　また、耳折れ部位Ｅが画像と重なっていない状態の場合においても、剥離部材２０９と
耳折れ被記録材Ｐ´を重ね合わせて加圧する際に、耳折れ被記録材Ｐ´の折り目に沿った
向きの剛性が高くなっている。このために耳折れ被記録材Ｐ´が剥離部材２０９に均一に
加圧されず、折り目近傍の画像の残留、シワの発生といった不具合が発生していた。
【００４５】
　また、本実施形態の画像除去部２００のように、被記録材Ｐを剥離部材２０９に重ね合
わせて加熱・加圧することによって熱転写する方式の剥離部材２０９を使用した画像除去
手段においては、被記録材Ｐと剥離部材２０９とを重ね合わせる手段（本実施形態のニッ
プ部Ｎ）に被記録材Ｐが適切に搬送・挿入されず、その後の加圧する手段、加熱する手段
（加熱ローラ２０７）において均一に加圧・加熱されないことや、折り目発生による被記
録材Ｐの剛性の変化等が生じる。これにより、被記録材Ｐの熱膨張・収縮が不均一となる
ために、被記録材Ｐにシワが発生しやすく、また、画像の残留が起こるという不具合が発
生していた。
【００４６】
　また、耳折れ被記録材Ｐ´が分離部材２１０に当接する際に、正常な被記録材Ｐに比べ
て折り目に沿った方向の剛性が高くなっているため、良好に画像除去がなされるように耳
折れ被記録材Ｐ´を曲げることができなくなり、画像の残留が発生していた。
【００４７】
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　また、耳折れが発生したままの耳折れ被記録材Ｐ´が混入した場合、正常な画像面と耳
折れ部位とが折り目を境に不連続な面となっている。このため、本実施形態の画像除去部
２００のように、剥離部材２０９表面から被記録材Ｐを確実に分離させる分離部材２１０
として、被記録材Ｐの画像面の少なくとも両端部に当接させて両端部近傍を分離する方式
において、剥離部材２０９の移動によって分離部材２１０に当接する耳折れ被記録材Ｐ´
両端部に加わる分離力が耳折れ被記録材Ｐ´全面に伝達せず、耳折れ被記録材Ｐ´が剥離
部材２０９から確実に分離できなくなる。これが原因となり、被記録材Ｐの破損、画像除
去装置１００が停止するというトラブルが発生していた。
【００４８】
　また、本実施形態の画像除去部２００のように、少なくとも最表層には剥離部材２０９
と被記録材Ｐとを重ね合わせて加圧するときの温度において軟化する熱可塑性物層２０８
を有するローラ型の形状である剥離部材２０９を備えた画像除去手段においては、被記録
材Ｐの剥離部材２０９と対向する領域全面に剥離部材２０９との接着力が生じた状態とな
っている。このため、剥離部材２０９表面から被記録材Ｐを確実に分離させる分離部材２
１０として、被記録材Ｐの記録面の少なくとも両端部に当接させて両端部近傍を分離する
方式により、被記録材Ｐの少なくとも端部に確実に分離部材２１０を当接させて被記録材
Ｐの一部を分離した状態とし、分離部材２１０に当接する部分の周囲にも分離力を伝達さ
せることで、被記録材Ｐの全面を剥離部材２０９から完全にかつ確実に被記録材Ｐを分離
させることが最も効果的である。
　しかしながら、このような構成の剥離部材２０９、分離部材２１０が使用されている画
像除去装置１００に、耳折れが発生した耳折れ被記録材Ｐ´が混入した場合、耳折れによ
り発生する折り目を境に不連続な面となるために、耳折れ被記録材Ｐ´端部に加わる分離
力が耳折れ被記録材Ｐ´全面に伝達しない。しかも、耳折れ被記録材Ｐ´と剥離部材２０
９との接着力が強力であるために、被記録材Ｐの破損、画像除去装置１００が停止すると
いうトラブルが発生していた。
【００４９】
　また、画像除去装置１００のような構成とした場合、被記録材Ｐとして一般に使用され
ている紙を用いた場合、画像除去部２００において、加熱・加圧して紙と剥離部材２０９
とを密着させると、紙と剥離部材２０９との接着力が強くなりすぎる。これにより、分離
部材２１０を用いたとしても分離できなくなってしまうので、被記録材Ｐとして、リユー
ス可能であること等を識別するマークが端部に付与されたリユーザブルメディアを使用す
ることが好ましい。しかしながら、耳折れが発生したリユーザブルメディアが混入してい
た場合においては、識別マーク近傍の耳折れ部位Ｅによって識別マークが隠されることに
より、識別マークを読み取ることができなくなる。
　そして、耳折れが発生していた普通紙が混入していた場合においては、リユーザブルメ
ディアであるか否かを検知できず、画像除去手段によって画像除去処理が行われてしまい
、被記録材に張り付いてしまうことによって剥離部材の交換が必要となる、という致命的
なトラブルが発生していた。
【００５０】
　次に、本発明の耳折れ検知手段として適用可能な耳折れ検知センサ２１８の一例につい
て説明する。
　図８は、本実施形態の画像除去装置１００の耳折れ検知センサ２１８周辺の拡大説明図
であり、図８（ａ）は側面図、図８（ｂ）は上面図である。
　被記録材Ｐに耳折れがあるか否かを検知するための耳折れ検知手段である耳折れ検知セ
ンサ２１８は、給紙トレイ２０２内の被記録材Ｐが給紙コロ２０３によって搬送された直
後の搬送経路中に設けられている。本実施形態の耳折れ検知センサ２１８は、被記録材Ｐ
の幅方向（搬送方向に対して同面内直交方向）における中央と両端が通過する箇所に並列
されて設けられ、搬送される被記録材Ｐの光反射特性を検知することによって耳折れを検
知する光学センサ（４０１、４０２、４０３）である。本実施形態では、耳折れ検知セン
サ２１８として光反射特性を検知する光学センサを用いる構成について説明するが、光透
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過特性を検知する光学センサを用いる構成であっても良い。
　図４に示すように、画像除去部２００に被記録材Ｐを供給する被記録材供給搬送手段の
うち、耳折れ検知センサ２１８に対して搬送方向上流側は、画像除去しようとしている被
記録材Ｐを収納する給紙トレイ２０２、被記録材Ｐを画像除去装置１００内へと送り出す
給紙コロ２０３より構成される。また、耳折れ検知センサ２１８に対して搬送方向上流側
の被記録材供給搬送手段は、画像除去部２００へと被記録材Ｐを搬送するための供給搬送
ローラ対２０５と、被記録材Ｐを確実に画像除去部２００に案内するための供給搬送ガイ
ド２０４より構成される。そして、被記録材Ｐに耳折れがあるか否かを検知する耳折れ検
知センサ２１８は、被記録材Ｐが給紙コロ２０３より送られた直後の搬送路に設けられて
いる。耳折れ検知センサ２１８は、被記録材Ｐの少なくとも先端に耳折れがあるか否かを
検知するためのものであり、図１に示す制御部２０１は、耳折れ検知センサ２１８の検知
結果に基づいて、被記録材Ｐに「耳折れなし」と判断された場合にのみ画像除去処理を施
すように、被記録材供給搬送手段、被記録材排出搬送手段、及び、画像除去手段を構成す
る各部材の駆動等を制御する。なお、耳折れ検知手段は画像除去手段よりも極力上流に設
けられていることが好ましく、図８の耳折れ検知センサ２１８のように、画像除去しよう
としている被記録材Ｐが，給紙トレイ２０２から搬送された直後の搬送経路に設けられて
いることが好ましい。
【００５１】
　図８（ｂ）に示すように、耳折れ検知センサ２１８が備える光学センサ（４０１、４０
２、４０３）は、少なくとも被記録材Ｐの先端部および後端部における幅方向についての
中央部および両端部が通る位置に配置されている。制御部２０１は、被記録材Ｐの中央部
が通過する位置に設置された光学センサで検知される光量と、被記録材Ｐの両端部が通過
する位置に設置された光学センサで検知される光量とを比較する。そして、被記録材の中
央部と端部とで等しい光量値が得られた場合には「耳折れなし」、異なる光量値が得られ
た場合には「耳折れ有り」と検知する。
【００５２】
　図９は、耳折れ検知センサ２１８によって耳折れの有無の検知する説明図である。
　図９（ａ）及び図９（ｂ）は耳折れが発生していない被記録材Ｐの先端部が耳折れ検知
センサ２１８上を通過するときの説明図であり、図９（ｃ）及び図９（ｄ）は耳折れが発
生している被記録材Ｐの先端部が耳折れ検知センサ２１８上を通過するときの説明図であ
る。
　図９に示すように、耳折れ検知センサ２１８は給紙トレイ２０２から給紙コロ２０３に
よって、被記録材Ｐが搬送される直後の被記録媒材搬送経路中に設けられている。耳折れ
検知センサ２１８は、搬送される被記録材Ｐの光反射特性を検出する光学センサを被記録
材Ｐの幅方向（搬送面内で搬送方向に直交する方向）における中央と両端が通過する箇所
に備える。この光学センサは、少なくとも被記録材Ｐの先端部および後端部における中央
および両端が通る箇所に配置されている。図９の耳折れ検知センサ２１８では、中央の光
学センサを第一センサ４０１、搬送方向左側（図中上側）の光学センサを第二センサ４０
２、そして、搬送方向右側（図中下側）の光学センサを第三センサ４０３とする。
【００５３】
　耳折れ検知センサ２１８は、被記録材Ｐの中央が通過する位置に設置された第一センサ
４０１で検知される光量と、被記録材Ｐの両端が通過する位置に配置された第二センサ４
０２及び第三センサ４０３でそれぞれ検知された光量とを比較する。そして、第一センサ
４０１で得られた光量値と等しい光量値が第二センサ４０２及び第三センサ４０３で得ら
れた場合は「耳折れなし」、第一センサ４０１で得られた光量値と異なる光量値が第二セ
ンサ４０２と第三センサ４０３との少なくとも一方で得られた場合には「耳折れあり」と
判定する。このような、耳折れの有無を判定する耳折れ判定手段としての機能は図１で示
す制御部２０１が備える。制御部２０１は耳折れ判定手段としての判定結果に基づいて、
被記録材Ｐに「耳折れなし」と判断された場合にのみ画像除去処理を施すように、被記録
材供給搬送手段、被記録材排出搬送手段、及び、画像除去手段を構成する各部材の駆動等
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を制御する。
【００５４】
　図９（ｂ）のように、耳折れが発生していない被記録材Ｐが耳折れ検知センサ２１８上
を通過すると、第一センサ４０１から得られる光量値と第二センサ４０２及び第三センサ
４０３の光量値とが等しくなる。詳しくは、第一センサ４０１と第二センサ４０２の光量
値が等しいため被記録材Ｐの搬送方向左側は「耳折れなし」との判定がなされ、第一セン
サ４０１と第三センサ４０３との光量値も等しいため被記録材Ｐの搬送方向右側も「耳折
れなし」との判定がなされる。そして、「耳折れなし」と判定がなされた被記録材Ｐは、
画像除去部２００に搬送されて画像除去部２００を通過するときに、画像の除去が成され
、画像除去装置１００の装置外に排出される。
【００５５】
　一方、図９（ｄ）のように、耳折れが発生している耳折れ被記録材Ｐ´が耳折れ検知セ
ンサ２１８上を通過すると、第一センサ４０１から得られる光量値に対して、第二センサ
４０２または第三センサ４０３のうちの耳折れが発生している側のセンサの光量値が異な
る。詳しくは、耳折れが発生している耳折れ被記録材Ｐ´の搬送方向左側が通る箇所に配
置された第二センサ４０２と第一センサ４０１との光量値が異なるため耳折れ被記録材Ｐ
´の搬送方向左側は「耳折れあり」との判定がなされる。また、耳折れが発生していない
耳折れ被記録材Ｐ´の搬送方向右側が通る箇所に配置された第三センサ４０３と第一セン
サ４０１との光量値が等しいため耳折れ被記録材Ｐ´の搬送方向右側は「耳折れなし」と
の判定がなされる。そして、制御部２０１は、「耳折れあり」との判定がなされた耳折れ
被記録材Ｐ´が画像除去部２００での画像除去処理が施されることなく画像除去装置１０
０の装置外に排出されるように、被記録材供給搬送手段、被記録材排出搬送手段、及び、
画像除去手段を構成する各部材の駆動等を制御する。
【００５６】
〔実施例１〕
　次に、被記録材Ｐに「耳折れなし」との判定がなされた場合のみに画像除去部２００で
画像の除去を行うように制御する画像除去装置１００の一つ目の実施例（以下、実施例１
と呼ぶ）について説明する。
　実施例１の画像除去装置１００は、耳折れ検知センサ２１８に対して被記録材Ｐの搬送
方向下流側、且つ、画像除去部２００に対して被記録材Ｐの搬送方向上流側の位置に、耳
折れ検知センサ２１８によって検知される位置を通過後の被記録材Ｐの搬送経路を、被記
録材Ｐが画像除去部２００に向かう第一搬送経路と、被記録材Ｐが画像除去部２００を通
らずに装置外に向かう第二搬送経路との何れかに切り替えることができる、搬送経路切り
替え手段を備えるものである。
　図１０は実施例１の画像除去装置１００における耳折れ検知センサ２１８の検知結果に
基づいた制御のフローチャートである。
　画像除去装置１００の外部からの信号により、給紙トレイ２０２から被記録材Ｐを１枚
搬送する（Ｓ１）。次に、耳折れ検知センサ２１８において、被記録材Ｐに耳折れが生じ
ているか否かを検知する（Ｓ２）。このとき、「耳折れなし」と検知されたとき（Ｓ２で
「ＯＫ」）には、詳細は後述する搬送経路切り替え手段を制御して、被記録材Ｐを画像除
去部２００へと搬送し（Ｓ３）、画像除去処理を行う（Ｓ４）。そして、画像除去が成さ
れた画像除去済みの排紙容器である排紙トレイ２１５へ搬送される（Ｓ５）。一方、耳折
れ検知センサ２１８で「耳折れ有り」と検知されたとき（Ｓ２で「ＮＧ」）は、制御部２
０１が搬送経路切り替え手段を制御して、被記録材Ｐを、画像除去部２００を経ない経路
へ搬送する（Ｓ７）。そして、画像除去部２００を経ない経路を通過した被記録材Ｐは、
詳細は後述する所定の排紙容器に排出される。
【００５７】
　図１１は、実施例１の画像除去装置１００の概略説明図である。
　図１１に示す実施例１の画像除去装置１００は、図１を用いて説明した本実施形態の画
像除去装置１００と同様に、被記録材Ｐが画像除去部２００を経て排紙トレイ２１５に排
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出される第一搬送経路αを備える。さらに、実施例１の画像除去装置１００は、第一搬送
経路αとは別に、被記録材Ｐが画像除去部２００を経ずに画像除去装置１００の装置外に
排出される第二搬送経路βを備える。第一搬送経路αには、供給搬送ガイド２０４供給搬
送ローラ対２０５、画像除去部２００、排出搬送ガイド２１６、排出搬送ローラ対２１７
ａ、及び、排紙ローラ対２１７ｂが配置されている。第二搬送経路βには、第二排出搬送
ローラ対６０５、第二排出搬送ガイド６０６、及び、第二排紙ローラ対６０８が配置され
、第二搬送経路βを通過した被記録材Ｐが排出される所定の排紙容器としての第二排紙ト
レイ６０４を備える。また、耳折れ検知センサ２１８と画像除去部２００との間の被記録
材Ｐの搬送経路であり、第一搬送経路αと第二搬送経路βとが分岐する位置には、搬送経
路切り替え手段としての分岐爪６０７が配置されている。分岐爪６０７は不図示の駆動源
を備え、制御部２０１が分岐爪６０７の駆動源を制御することによって、被記録材Ｐを第
一搬送経路αまたは第二搬送経路βに案内するように分岐爪６０７が揺動軸６０７ａを中
心に揺動する。
　なお、実施例１の画像除去装置１００は図１～４を用いて説明した本発明が適用可能な
画像除去装置１００の構成に対して、第二搬送経路βを備えた構成であり、他の構成は共
通するため、共通する構成については説明を省略する。
【００５８】
　第一搬送経路αは、耳折れ検知センサ２１８における検知によって「耳折れなし」と判
断された被記録材Ｐを画像除去部２００へと搬送し、画像除去部２００で画像の除去が成
された被記録材Ｐを排紙トレイ２１５に排出するものである。一方、第二搬送経路βは、
耳折れ検知センサ２１８における検知によって「耳折れ有り」と判断された被記録材Ｐを
画像除去部２００を経ることなく、第二排紙トレイ６０４に排出するものである。
　実施例１の画像除去装置１００では、耳折れ検知センサ２１８の検知結果に基づいて、
制御部２０１が被記録材Ｐに「耳折れなし」と判断した場合は、制御部２０１は分岐爪６
０７がその被記録材Ｐを第一搬送経路αに案内する姿勢となるように分岐爪６０７の駆動
源を制御する。このとき、第一搬送経路αを構成する、供給搬送ローラ対２０５、排出搬
送ローラ対２１７ａ、及び、排紙ローラ対２１７ｂが駆動し、さらに、画像除去部２００
の加熱ローラ２０７及び剥離部材２０９が駆動するように制御部２０１が各部材の駆動を
制御する。
　一方、耳折れ検知センサ２１８の検知結果に基づいて、制御部２０１が被記録材Ｐに「
耳折れ有り」と判断した場合は、制御部２０１は分岐爪６０７がその被記録材Ｐを第二搬
送経路βに案内する姿勢となるように分岐爪６０７の駆動源を制御する。このとき、第二
搬送経路βを構成する、第二排出搬送ローラ対６０５、及び、第二排紙ローラ対６０８が
駆動するように制御部２０１が各部材の駆動を制御する。
【００５９】
　このように、実施例１の画像除去装置１００は、「耳折れ有り」と判断した被記録材Ｐ
を画像除去部２００に搬送しないため、耳折れが生じた被記録材Ｐが画像除去部２００に
挿入されることによる不具合の発生を防止することができる。
　さらに、実施例１の画像除去装置１００では、第１の排紙容器である排紙トレイ２１５
とは別に設けられた第二排紙トレイ６０４に、「耳折れ有り」と判断された被記録材Ｐを
排出するための、第二排出搬送ガイド６０６、第二排出搬送ローラ対６０５、及び、第二
排紙ローラ対６０８からなる第二の被記録材排出搬送手段を備えている。これにより、「
耳折れなし」と検知された被記録材Ｐは、画像除去部２００で画像除去処理を施された後
、排紙トレイ２１５へ排出され、一方、「耳折れ有り」と検知された被記録材Ｐは画像除
去処理を施すことなく、第二排紙トレイ６０４へと排出される。このため、排紙トレイ２
１５に収容された被記録材Ｐの中に、再度「耳折れ有り」の被記録材Ｐが混入することが
ない。
【００６０】
〔実施例２〕
　次に、被記録材Ｐに「耳折れなし」との判定がなされた場合のみに画像除去部２００で
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、画像の除去を行うように制御する画像除去装置１００の二つ目の実施例（以下、実施例
２と呼ぶ）について説明する。
　図１２は、実施例２の画像除去装置１００の概略説明図である。
　図１２に示す実施例２の画像除去装置１００は、分岐爪６０７の位置で第一搬送経路α
と分岐する第二搬送経路βが、第一搬送経路αにおける画像除去部２００よりも被記録材
の搬送方向下流側で第一搬送経路αと合流する構成となっている。実施例１と同様に、第
一搬送経路αは、耳折れ検知センサ２１８における検知によって「耳折れなし」と判断さ
れた被記録材Ｐを画像除去部２００へと搬送し、画像除去部２００で画像の除去が成され
た被記録材Ｐを排紙トレイ２１５に排出するものである。また、第二搬送経路βも、実施
例１と同様に、耳折れ検知センサ２１８における検知によって「耳折れ有り」と判断され
た被記録材Ｐを画像除去部２００を経ることなく、画像除去装置１００の装置外に排出す
るものであるが、排出する先が、第一搬送経路αを通過した被記録材Ｐと同じ排紙トレイ
２１５である点で実施例１の画像除去装置１００と異なる。
　すなわち、第二搬送経路βは、画像除去部２００の上流側で分岐して、画像除去部２０
０を経ることなく、画像除去部２００の下流側の被記録材排出搬送手段に合流する搬送経
路である。
【００６１】
　以上のような構成とすることにより、給紙トレイ２０２に、耳折れが生じたままの被記
録材Ｐが混入していたとしても、耳折れ検知センサ２１８において、各被記録材Ｐ毎に耳
折れの有無を確実に検知することができる。そして、「耳折れ有り」と検知された被記録
材Ｐが画像除去部２００に搬送されることなく、搬送路βを通じて画像除去装置１００の
装置外へと排出することが可能となる。これにより、耳折れが生じた被記録材Ｐが画像除
去部２００に挿入されることによる不具合の発生を防止することができる。また、実施例
２の画像除去装置１００であれば、被記録材排出搬送手段および排出容器を複数設ける必
要がないため、画像除去装置１００を簡素にすることが可能となる。
【００６２】
　なお、実施例１及び実施例２の何れの実施例においても、「耳折れ有り」と検知された
被記録材Ｐを搬送するための第二搬送経路βにおいて、被記録材Ｐが搬送される過程で耳
折れ部位Ｅが原因となって引き起こされるジャム発生、レジスト不良、スキュー発生など
の搬送不良を生じるおそれがある。このため、第二搬送経路βは、極力短く設計し、かつ
、搬送ローラの数が少ない搬送経路とすることが好ましい。
【００６３】
〔実施例３〕
　次に、被記録材Ｐに「耳折れなし」との判定がなされた場合のみに画像除去部２００で
画像の除去を行うように制御する画像除去装置１００の三つ目の実施例（以下、実施例３
と呼ぶ）について説明する。
　実施例３の画像除去装置１００は、耳折れ検知センサ２１８によって耳折れがあること
が検知された被記録材Ｐが画像除去部２００を通過するタイミングでは、剥離部材２０９
に被記録材Ｐを重ね合わせる加圧を解除するように、加熱ローラ２０７を剥離部材２０９
に対して加圧する不図示の加圧機構を制御部２０１が制御するものである。
　図１３は、実施例３の画像除去装置１００における耳折れ検知センサ２１８の検知結果
に基づいた制御のフローチャートである。
　画像除去装置１００の外部からの信号により、給紙トレイ２０２から被記録材Ｐを１枚
搬送する（Ｓ１）。次に、耳折れ検知センサ２１８において、被記録材Ｐに耳折れが生じ
ているか否かを検知する（Ｓ２）。このとき、「耳折れなし」と検知されたとき（Ｓ２で
「ＯＫ」）には、そのまま被記録材Ｐを画像除去部２００に搬送し（Ｓ３）、画像除去処
理を行う（Ｓ４）。一方、耳折れ検知センサ２１８で「耳折れ有り」と検知されたとき（
Ｓ２で「ＮＧ」）は、制御部２０１が不図示の加圧機構を制御して、その被記録材Ｐが画
像除去部２００を通過する間は、被記録材Ｐを剥離部材２０９に重ね合わせるようにする
加圧を解除する（Ｓ７）。そして、被記録材Ｐが剥離部材２０９に加圧されない状態で、
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より好ましくは、被記録材Ｐが剥離部材２０９に接触しない状態となるように、加熱ロー
ラ２０７と剥離部材２０９とを離間させ、その離間させた空間に被記録材Ｐを通過するよ
うに搬送し（Ｓ８）、所定の排紙容器に排出する（Ｓ８）。
【００６４】
　図１４は、実施例３の画像除去装置１００の概略説明図である。
　図１４に示す実施例３の画像除去装置１００は、画像除去部２００の加熱ローラ２０７
と剥離部材２０９との間に、圧力の印加、または、圧力の解除を超音波送受信回路説する
ための不図示の加圧機構を備えている。加圧機構としては、バネや水圧、空気圧などによ
って加圧する手段を用いることができる。そして、耳折れ検知センサ２１８の検知結果に
基づいて制御部２０１が加圧機構の動作を制御する。
【００６５】
　次に図１５及び図１６を用いて実施例３の画像除去装置１００の動作を説明する。
　図１５は、耳折れ検知センサ２１８の検知結果によって給紙トレイ２０２から供給され
た被記録材Ｐが「耳折れなし」と判断された場合の動作を示す説明図である。図１５（ａ
）は、被記録材Ｐが画像除去部２００に進入する直前の状態、図１５（ｂ）は、被記録材
Ｐが画像除去部２００を通過中の状態、図１５（ｃ）は、被記録材Ｐが画像除去部２００
を通過した後の状態の説明図である。
　被記録材Ｐが「耳折れなし」と判断された場合、被記録材Ｐが加熱ローラ２０７と剥離
部材２０９により、加熱・加圧されるように制御部２０１が不図示の加圧機構を制御して
、圧力を印加する。この動作によって、図１５（ａ）に示すように、加熱ローラ２０７と
剥離部材２０９とが接する部分にニップ部Ｎが形成され、被記録材Ｐがニップ部Ｎを通過
する間に、被記録材Ｐは加熱ローラ２０７と剥離部材２０９とより加熱・加圧される。こ
のとき、被記録材Ｐ上の画像形成物質であるトナーＴは溶融状態となる。そして、図１５
（ｂ）に示すように、分離部材２１０によって剥離部材２０９から被記録材Ｐが分離され
、被記録材Ｐ上のトナーＴが剥離部材２０９に転写されることによって、図１５（ｃ）に
示すように、画像形成された被記録材Ｐの画像除去が可能となる。
【００６６】
　図１６は、耳折れ検知センサ２１８の検知結果によって給紙トレイ２０２から供給され
た被記録材Ｐが「耳折れ有り」と判断された場合の動作を示す説明図である。図１６（ａ
）は、被記録材Ｐが画像除去部２００に進入する直前の状態、図１６（ｂ）は、被記録材
Ｐが画像除去部２００を通過中の状態、図１６（ｃ）は、被記録材Ｐが画像除去部２００
を通過した後の状態の説明図である。
　被記録材Ｐが「耳折れなし」と判断された場合には、加熱ローラ２０７と剥離部材２０
９によって、「耳折れ有り」と検知された被記録材Ｐが加熱・加圧されないように、制御
部２０１は加圧機構による加圧を解除する。そして、好ましくは、図１６（ａ）に示すよ
うに、加熱ローラ２０７と剥離部材２０９との間に一定の間隔を空けるように、不図示の
加圧機構を制御する。
　図１６（ｂ）に示すように、被記録材Ｐは、加熱ローラ２０７と剥離部材２０９との間
の空間を通過するので、被記録材Ｐ上に形成された画像形成物質としてのトナーＴは剥離
部材２０９に密着しない。これにより、被記録材Ｐは、図１６（ｃ）に示すように、画像
除去部２００によって画像除去処理されることなく、被記録材排出搬送手段へと搬送され
る。
　このように、実施例３の画像除去装置１００は、「耳折れ有り」と判断した被記録材Ｐ
は、画像除去部２００で画像除去処理が成されないため、耳折れが生じた被記録材Ｐが画
像除去部２００で画像除去処理を成されることよる不具合の発生を防止することができる
。
【００６７】
　上述した実施形態の画像除去装置１００では、加熱することにより、被記録材Ｐ上のト
ナーＴを溶融し、剥離部材２０９に転写する構成について説明した。被記録材上の画像形
成物質を溶融する構成としては、加熱するものに限らず、溶融液を塗布することによって
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被記録材上の画像形成物質を溶融し、剥離部材に転写する構成であっても良い。
　また、被記録材Ｐとしては、リユーザブルメディアを用いる実施形態について説明した
が、画像除去装置１００で画像の除去を行う被記録材Ｐとしてはリユーザブルメディアに
限るものではなく、通常の紙の画像を除去するものであっても良い。
　また、画像形成物質がトナーＴである実施形態について説明したが、本発明を適用する
画像除去装置が除去する画像形成物質としてはトナーに限るものではない。被記録材上に
定着された後、加熱や溶融液の塗布等によって溶融させることができ、剥離部材に転写可
能な画像形成物質であれば良く、このような画像形成物質を被記録材上から除去する画像
除去装置に対して本発明は適用可能である。
【００６８】
　以上、本実施形態の画像除去装置１００においては、画像形成物質であるトナーＴから
なる画像が表面に形成されたシート状の被記録材ＰからトナーＴを除去する画像除去手段
としての画像除去部２００を備える。また、被記録材Ｐを搬送し、画像除去部２００に供
給する被記録材供給搬送手段として、給紙トレイ２０２、給紙コロ２０３、供給搬送ガイ
ド２０４、及び、供給搬送ローラ対２０５等を備える。また、画像除去部２００を通過し
た被記録材Ｐを搬送し、画像除去装置１００外に排出する被記録材排出搬送手段として、
排出搬送ガイド２１６、排出搬送ローラ対２１７ａ、排紙ローラ対２１７ｂ及び、排紙ト
レイ２１５等を備える。また、画像除去部２００は、表面が被記録材Ｐの画像が形成され
た面と接触した状態で被記録材Ｐの搬送方向に沿って表面移動し、被記録材Ｐの表面から
トナーＴを転写させてトナーＴを被記録材Ｐ上から剥離させる剥離部材２０９を備える。
また、画像除去部２００は、剥離部材２０９が被記録材Ｐと接触する位置で剥離部材２０
９に被記録材Ｐを重ね合わせて加圧する加圧部材である加熱ローラ２０７と、剥離部材２
０９に重ね合わされた被記録材Ｐを該剥離部材から分離する分離手段である分離部材２１
０とを備える。そして、画像除去装置１００は、画像除去部２００に対して被記録材Ｐの
搬送方向上流側に被記録材Ｐの耳折れの有無を検知する耳折れ検知手段である耳折れ検知
センサ２１８を有し、耳折れ検知センサ２１８によって耳折れが有ることが検知された被
記録材Ｐに対しては、画像除去部２００による画像除去処理を行わないように制御する制
御手段である制御部２０１を有する。このため、剥離部材２０９に被記録材Ｐを重ね合わ
せることがなく、耳折れが生じた被記録材Ｐが剥離部材２０９に接着した状態とならない
。よって、耳折れに起因する剥離部材２０９と分離不良が生じることがなく、画像除去手
段において紙詰まりが発生することを防止することができる。
　また、従来の画像除去装置では、耳折れが生じた被記録材に画像除去処理を行うことで
、耳折れによって隠された部分、もしくは、剥離部材に当接しなかった耳折れ部位近傍に
形成された画像の残留といった画像除去不良や、被記録材のシワ発生といった問題が発生
していた。これらの問題が発生した場合、被記録材は再利用ができず、不要な画像除去処
理を行ったことになる。一方、本実施形態の画像除去装置１００であれば、画像除去不良
やシワ発生の問題が起こる可能性が高い耳折れが生じた被記録材に対しては画像除去処理
を施さないため、不要な画像除去処理を行うことを防止することができる。このため、画
像処理に要するエネルギーの削減、及び、画像除去部２００の各部材の使用による劣化の
抑制を図ることができる。
　なお、耳折れに起因する画像除去不良や、被記録材のシワ発生といった問題は、被記録
材の搬送方向についての後端側に耳折れが発生している状態でも起こり得る問題である。
このため、耳折れ検知センサ２１８で被記録材Ｐの搬送方向後端側のみに耳折れが生じて
いる場合であっても、画像除去部２００による画像除去処理を行わないように制御しても
よい。
【００６９】
　特に、実施例１または実施例２の画像除去装置１００は、耳折れ検知センサ２１８に対
して被記録材Ｐの搬送方向下流側、且つ、画像除去部２００に対して被記録材Ｐの搬送方
向上流側の位置に、被記録材Ｐの搬送経路を切り替える分岐爪６０７を備える。分岐爪６
０７は、耳折れ検知センサ２１８によって検知される位置を通過後の被記録材Ｐの搬送経
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路を、被記録材Ｐが画像除去部２００に向かう第一搬送経路αと、被記録材Ｐが画像除去
部２００を通らずに装置外に向かう第二搬送経路βとの何れかに切り替えることができる
搬送経路切り替え手段である。そして、制御部２０１は、耳折れ検知センサ２１８によっ
て耳折れがあることが検知された被記録材Ｐを分岐爪６０７が第二搬送経路βに搬送する
姿勢となるように分岐爪６０７の駆動源を制御し、分岐爪６０７の姿勢を制御する。この
ため、実施例１または実施例２の画像除去装置１００では、給紙トレイ２０２から搬送さ
れる被記録材Ｐに対して、耳折れが発生しているか否かを画像除去部２００に到達する前
に検知することができる。そして、「耳折れ有り」と判断した場合には、その被記録材Ｐ
が画像除去部２００を経ることなく、所定の排紙容器（第二排紙トレイ６０４または排紙
トレイ２１５）へと搬送されるよう、駆動／制御がなされる。すなわち、ユーザーが、耳
折れの発生した被記録材Ｐが給紙トレイ２０２に混入していることに気付かないまま、画
像除去装置１００を稼動させた場合であっても、正常な被記録材Ｐのみに対して画像除去
処理を施すことができる。したがって、耳折れの発生した被記録材Ｐが剥離部材２０９に
接着することによって発生する分離不良・被記録材の破損といったトラブルも回避するこ
とができる。
【００７０】
　特に、実施例３の画像除去装置１００では、制御部２０１は、耳折れ検知センサ２１８
によって耳折れがあることが検知された被記録材Ｐが画像除去部２００を通過するタイミ
ングでは、剥離部材２０９に被記録材Ｐを重ね合わせる加圧を解除するように加圧部材で
ある加熱ローラ２０７を剥離部材２０９に対して加圧する不図示の加圧機構を制御する。
このため、実施例３の画像除去装置１００では、給紙トレイ２０２から搬送される被記録
材Ｐに耳折れが発生しているか否かを、被記録材Ｐが剥離部材２０９に加熱圧接される前
に検知することができる。そして、「耳折れ有り」と判断した場合には、画像除去部２０
０での被記録材Ｐと剥離部材２０９とを加圧する手段である加圧機構による加圧を解除し
、被記録材Ｐを剥離部材２０９に加圧しない状態で画像除去部２００を通過させ、排紙ト
レイ２１５に搬送するよう駆動／制御することができる。すなわち、ユーザーが、耳折れ
の発生した被記録材Ｐが給紙トレイ２０２に混入していることに気付かないまま、画像除
去装置１００を稼動させた場合であっても、正常な被記録材Ｐのみに対して画像除去処理
を施すことができる。したがって、耳折れの発生した被記録材Ｐが剥離部材２０９に接着
することによって発生する分離不良・被記録材の破損といったトラブルも回避することが
できる。
【００７１】
　また、本実施形態の画像除去装置１００は、分離部材２１０は、剥離部材２０９の表面
における被記録材Ｐの搬送方向に対して略並列に配置され、搬送する被記録材Ｐの先端部
の幅方向の一部である幅方向両端部のみに当接する２つの分離部材からなる。このように
、被記録材Ｐの先端部の一部のみに分離部材が当接する構成の場合、図４を用いて説明し
たように、分離部材２１０が当接する被記録材Ｐの一部を剥離部材２０９から離れる方向
に案内することによって、被記録材Ｐの剛性によって分離部材２１０が当接しない被記録
材Ｐの他の部分も剥離部材２０９から分離することができる。しかし、被記録材Ｐの分離
部材２１０が当接すべき部分に耳折れが生じていると、図７を用いて説明したように、被
記録材Ｐを剥離部材２０９から分離することができず、分離不良による紙詰まりが生じる
ことがある。これに対して、本実施形態の画像除去装置１００であれば、耳折れの発生し
たが被記録材Ｐには画像除去処理を行わないため、分離部材２１０が被記録材Ｐの幅方向
の一部のみに当接する部材であっても、耳折れの発生した被記録材Ｐが剥離部材２０９に
接着することによって発生する分離不良・被記録材の破損といったトラブルも回避するこ
とができる。
　画像除去装置１００では、分離爪３１０は、幅方向両端に配置された分離部材２１０が
被記録材Ｐに当接する位置よりも被記録材搬送方向の下流側において、剥離部材２０９の
表面に接触させず、分離部材２１０によって分離された被記録材Ｐの先端部に当接する位
置に設けることが好ましい。すなわち、被記録材Ｐの両端側から中央に向かうにしたがっ
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て、分離爪３１０と被記録材Ｐとが当接する位置が、剥離部材２０９の搬送方向の下流側
に設けられることが好ましい。また、分離爪３１０を用いる場合には、分離爪３１０を設
けるときの個数、幅方向の間隔、剥離部材２０９表面との離間幅、角度、位置は、剥離部
材２０９から分離される被記録材Ｐの剛性を考慮し、確実に分離を可能とし、かつ、画像
除去性が良好となる分離角度となるよう設計する。また、分離爪３１０の代わりに分離板
を用いる場合にも同様に、分離板の形状、剥離部材２０９表面との離間幅、角度、位置は
、剥離部材２０９から分離される被記録材Ｐの剛性を考慮し、確実に分離を可能とし、か
つ、画像除去性が良好となる分離角度となるよう設計する。
【００７２】
　また、画像除去装置１００は、被記録材Ｐの幅方向の両端部近傍に、剥離部材２０９と
の間に接着力を生じさせない非接着領域（図４中の領域Ｙ）が形成されるように剥離部材
２０９として、幅方向の長さが搬送される被記録材Ｐの規定された長さよりも短いものを
用いる。そして、分離部材２１０を被記録材Ｐの非接着領域に当接するように配置する。
これにより、被記録材Ｐの分離部材２１０に当接した部分以外は被記録材Ｐの剛性で剥離
部材２０９から分離させる。これにより、被記録材Ｐの全面を剥離部材２０９から分離さ
せることが可能となる。また、本実施形態の画像除去装置１００では、被記録材Ｐの幅方
向の両端部分近傍と剥離部材２０９との間に接着力を生じさせない領域は、被記録材Ｐの
幅方向両端から５～２５［ｍｍ］にあたる被記録材Ｐに設ける。そして、分離部材２１０
は少なくとも、被記録材Ｐの幅方向両端から５～２５［ｍｍ］幅の画像面側に当接するよ
う設けられていることが好ましい。画像除去装置１００では、先端部に耳折れが発生した
被記録材Ｐを画像除去処理することなく排出するので、熱転写方式の剥離部材２０９を備
え、かつ、被記録材Ｐの両端部分に確実に当接させる分離部材２１０を設けた画像除去部
２００に発生しやすかった、図７を用いて説明した分離不良による被記録材Ｐの破損、画
像除去装置１００の停止というトラブルを未然に防ぐことができる。さらには、剥離部材
２０９と被記録材Ｐとの間に接着力が生じていても、被記録材Ｐの両端部分には接着力が
発生していないので、分離部材２１０に当接した被記録材Ｐの両端部分は確実に分離され
る。また、画像除去処理が行われる被記録材Ｐに耳折れが無いので、被記録材Ｐの剛性に
よって、被記録材Ｐの全面を剥離部材２０９から確実に分離することができ、更には、被
記録材Ｐ上の画像形成物質を良好に除去することが可能となる。
【００７３】
　また、画像除去装置１００は、被記録材Ｐが分離部材２１０と当接する位置に対して被
記録材Ｐの搬送方向下流側の位置に配置され、被記録材Ｐの幅方向について分離部材２１
０が当接した領域（図４中領域Ｙ）以外の一部と当接する分離補助部材である分離爪３１
０を備える。分離爪３１０は、分離部材２１０によって分離された面に当接するように配
置された板状の部材であり、分離された面と剥離部材２０９の表面との距離がさらに離れ
るように被記録材Ｐを案内することで更なる分離を促すものである。このため、分離爪３
１０を備えることにより、画像形成物質との接着力が大きい剥離部材２０９であっても被
記録材Ｐの全面を確実に分離することができるので、画像形成物質に対して定着性の良い
被記録材Ｐを用いた場合でも、良好に除去することが可能となる。しかし、熱転写方式の
剥離部材２０９を備え、かつ、被記録材Ｐの両端部分に確実に当接させる分離部材２１０
、及び、両端部分以外を分離するための分離爪３１０を設けた画像除去部２００では、被
記録材Ｐの先端に耳折れが生じていると、分離不良、被記録材の破損、または、画像除去
装置の停止というトラブルが発生しやすかった。さらには、分離部材２１０に適切に当接
しなかった被記録材Ｐが分離爪３１０を巻き込んでしまうことによって発生していた剥離
部材２０９や分離爪３１０の破損という致命的なトラブルが発生しやすかった。一方、画
像除去装置１００では、先端部に耳折れが発生した被記録材Ｐを画像除去処理することな
く装置外に排出するので、これらのトラブルを未然に防ぐことができる。
【００７４】
　また、被記録材Ｐ上の画像を形成する画像形成物質は熱可塑性画像形成物質であり、画
像除去部２００は、被記録材Ｐ上の画像形成物質が塑性を示す温度まで加熱する加熱手段
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としてのハロゲンランプ２０６を加熱ローラ２０７内に備える。そして、ハロゲンランプ
２０６からの熱によって加熱された画像形成物質を被記録材Ｐ上から剥離部材２０９に転
写することによって被記録材Ｐ上の画像形成物質を除去する。加熱によって画像形成物質
を溶融させるため、溶融液を塗布して画像形成物質を溶融させる構成のように、液体の浸
透や乾燥に時間を要することがないので高速の画像除去処理が可能となる。さらに、乾燥
の工程を要しないため、消費電力を抑制することができる。
【００７５】
　また、画像除去部２００の剥離部材２０９は、加熱ローラ２０７が画像形成物質を加熱
する温度において軟化する熱可塑性物層２０８を有する。これにより、剥離部材２０９と
被記録材Ｐとの密着性が高まり、被記録材Ｐから剥離部材２０９への画像形成物質の転写
性が高まり、被記録材Ｐ状の画像形成物質をより確実に除去することができる。また、剥
離部材２０９と被記録材Ｐとの密着性が高まることにより、剥離部材２０９と被記録材Ｐ
との間の接着力が強くなり、耳折れに起因する剥離部材２０９と分離不良が生じ易くなる
。しかし、画像除去装置１００では、先端部に耳折れが発生した被記録材Ｐを画像除去処
理することなく装置外に排出するので、このような分離不良を未然に防ぐことができる。
【００７６】
　また、画像除去装置１００の被記録材供給搬送手段は、画像形成物質によって画像が形
成されたシート状の被記録材Ｐをセットする給紙トレイ２０２と、給紙トレイ２０２にセ
ットされた被記録材Ｐを上記画像除去部２００に向けて一枚毎に繰出した搬送する繰出し
搬送部材である給紙コロ２０３とを備える。画像除去部２００に被記録材Ｐが一枚毎に搬
送されるため、画像除去部２００に搬送される被記録材Ｐの画像面を確実に剥離部材２０
９に当接させることができるので、良好な画像除去を行うことができる。
【００７７】
　また、画像除去装置１００は、被記録材Ｐから剥離部材２０９の表面上に転写されたト
ナーＴを剥離部材２０９の表面上から除去する剥離部材クリーング部材としてのクリーニ
ングブレード２１１を備える。クリーニングブレード２１１によって剥離部材２０９の表
面を清掃することにより、被記録材Ｐから剥離部材２０９へのトナーＴの転写性を維持す
ることができ、画像除去部２００での画像除去性能を維持することができる。
【００７８】
　また、剥離部材２０９としてローラ型剥離部材を用いているため、装置を小型化するこ
とが可能であり、且つ、エンドレスベルト型剥離部材を用いる場合に大きな問題となる寄
りを回避でき、剥離部材２０９を長期間連続使用することが可能になる。また、ローラ型
剥離部材の表面に熱可塑性組成物層を有することにより、中間調画像、画像周辺に飛び散
った画像形成物質などを含めて、被記録材上の画像形成物質を完全に除去することができ
る。
【００７９】
　また、耳折れ検知センサ２１８が、検知領域に於ける被記録材Ｐの有無を検知する検知
部材として、被記録材Ｐの幅方向の中央部が通過する位置を検知領域とする中央検知部材
としての第一センサ４０１と、被記録材Ｐの幅方向端部が通過する位置を検知領域とする
端部検知部材としての第二センサ４０２及び第三センサ４０３とを備える。そして、第一
センサ４０１の検知結果と第二センサ４０２または第三センサ４０３の検知結果とを比較
し、第一センサ４０１では被記録材Ｐがあることを検知したタイミングで第二センサ４０
２または第三センサ４０３の検知結果が被記録材Ｐはないと検知したときに被記録材Ｐに
耳折れが発生していることを検知する。このように、耳折れ検知センサ２１８は簡素な構
成で耳折れを検知することができるので、耳折れ検知センサ２１８を備えた画像除去装置
１００を、小型、安価な構成で提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００８０】
【図１】本実施形態の画像除去装置の概略構成図。
【図２】画像除去装置の画像除去動作を説明する模式図、（ａ）は、画像形成が成された
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後の被記録材の模式図、（ｂ）は、被記録材が画像除去部に挿入される前の図を示す模式
図、（ｃ）は、被記録材が画像除去部に挿入され、その一部が剥離部材に接着している状
態の模式図、（ｄ）は、分離部材によって、被記録材の一部が剥離部材から分離され、ト
ナーが剥離部材の表面に熱転写された状態の模式図、（ｅ）は、被記録材が剥離部材から
完全に分離されたときの模式図。
【図３】画像除去部の説明図、（ａ）は側面図、（ｂ）は斜視図、（ｃ）は（ｂ）中の矢
印Ａ方向から見た正面図。
【図４】被記録材の先端部が分離部材による分離点を通過した直後の説明図。
【図５】画像除去部が備えるローラ型の剥離部材の断面を示した概略説明図。
【図６】被記録材の耳折れの説明図、（ａ）は、耳折れの無い正常な被記録材の説明図、
（ｂ）は、耳折れが生じた被記録材の説明図。
【図７】耳折れ被記録材の先端部が分離部材による分離点を通過した直後の説明図、（ａ
）の方が（ｂ）よりも僅かに早いタイミングにおける説明図。
【図８】耳折れ検知センサ周辺の拡大説明図であり、（ａ）は側面図、（ｂ）は上面図。
【図９】耳折れ検知センサの説明図、（ａ）は耳折れが発生していない用紙の先端が耳折
れ検知センサの上を通過する直前の説明図、（ｂ）は耳折れが発生していない用紙の先端
が耳折れ検知センサの上を通過している状態の説明図、（ｃ）は耳折れが発生している用
紙の先端が耳折れ検知センサの上を通過する直前の説明図、（ｄ）は耳折れが発生してい
る用紙の先端が耳折れ検知センサの上を通過している状態の説明図。
【図１０】実施例１の画像除去装置の制御のフローチャート。
【図１１】実施例１の画像除去装置の概略説明図。
【図１２】実施例２の画像除去装置の概略説明図。
【図１３】実施例３の画像除去装置の制御のフローチャート。
【図１４】実施例３の画像除去装置の概略説明図。
【図１５】実施例３の画像除去装置の「耳折れなし」と判断された場合の動作を示す説明
図、（ａ）は、被記録材が画像除去部に進入する直前の状態、（ｂ）は、被記録材が画像
除去部を通過中の状態、（ｃ）は、被記録材が画像除去部を通過した後の状態。
【図１６】実施例３の画像除去装置の「耳折れ有り」と判断された場合の動作を示す説明
図、（ａ）は、被記録材が画像除去部に進入する直前の状態、（ｂ）は、被記録材が画像
除去部を通過中の状態、（ｃ）は、被記録材が画像除去部を通過した後の状態。
【符号の説明】
【００８１】
１００　　画像除去装置
２００　　画像除去部
２０１　　制御部
２０２　　給紙トレイ
２０３　　給紙コロ
２０４　　供給搬送ガイド
２０５　　供給搬送ローラ対
２０６　　ハロゲンランプ
２０７　　加熱ローラ
２０８　　熱可塑性物層
２０９　　剥離部材
２１０　　分離部材
２１１　　クリーニングブレード
２１３　　排トナー容器
２１５　　排紙トレイ
２１６　　排出搬送ガイド
２１７ａ　排出搬送ローラ対
２１７ｂ　排紙ローラ対
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２１８　　耳折れ検知センサ
２１９　　弾性層
２２０　　基体
３１０　　分離爪
４０１　　第一センサ
４０２　　第二センサ
４０３　　第三センサ
６０４　　第二排紙トレイ
６０５　　第二排出搬送ローラ対
６０６　　第二排出搬送ガイド
６０７　　分岐爪
６０８　　第二排紙ローラ対
Ｅ　　　　耳折れ部位
Ｐ　　　　被記録材
Ｐ´　　　耳折れ被記録材
Ｔ　　　　トナー
α　　　　第一搬送経路
β　　　　第二搬送経路

【図１】 【図２】



(31) JP 2009-271153 A 2009.11.19

【図３】 【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】



(32) JP 2009-271153 A 2009.11.19

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】

【図１３】

【図１４】

【図１５】



(33) JP 2009-271153 A 2009.11.19

【図１６】


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings

